
 

健発０２０１第１号 

令 和 ４ 年 ２ 月 １ 日 

 

都道府県知事 

各 市 町 村 長  殿        

    特別区区長 

 

厚生労働省健康局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

地域保健対策の推進に関する基本的な指針の一部改正について（通知） 

 

 

地域保健法（昭和22年法律第101号）第４条第１項及び第３項の規定に基づき、地域

保健対策の推進に関する基本的な指針の一部を改正する件（令和４年厚生労働省告示

第24号）が本日告示されたところであるが、この告示による地域保健対策の推進に関

する基本的な指針（平成６年厚生省告示第374号。以下「指針」という。）の改正の趣

旨及び主な改正の内容は下記のとおりであるので、下記を踏まえ、各自治体において

は、平時からの保健所の体制強化を含めた所要の取組を進めるとともに、貴管下市町

村、関係団体及び関係機関等に対する周知徹底をお願いする。 

なお、保健所の体制強化については、感染症対応業務に従事する保健師の恒常的な

人員体制の強化に係る地方財政措置等の施策を行っているところであり、今回の改正

を踏まえ、各自治体において、着実に取り組んでいただきたい。 

 

記 

 

１ 改正の趣旨 

今般の新型コロナウイルス感染症への対応では、保健所が健康観察や住民からの相

談対応など重要な役割を担っているところ、感染が拡大した地域では必ずしも十分な

体制が確保できず、大きな業務負荷が生じるなどの事態が発生し、感染症対策をはじ

めとする健康危機管理に係る外部人材の活用を含む人員の確保や、緊急事態に即時に

対応できる全庁的な体制の整備の重要性が改めて認識された。 

このような状況を踏まえ、感染症対応業務従事保健師の増員に係る地方財政措置や

新型コロナウイルス感染症等に係る対応人材（IHEAT）の確保等の感染症に関する保

健所の機能強化や人材確保を中心とする施策を講じてきたところである。 

 これらを踏まえ、現時点において、保健所の機能強化や人材育成のための体制構築

等の内容を地域保健対策推進の基軸とすべき事項として示すため、指針の一部を改正

する。 

なお、中長期的な観点からの地域保健行政のあり方については、感染拡大の収束後、

この間の対応から得られた教訓及び成果を検証し、改めて指針の改正を検討する。 

 



   

２ 改正の内容 

（１）広域的な感染症のまん延に備えた体制構築（第一の五及び第六の五の５関係） 

 今般の新型コロナウイルス感染症への対応で、感染症のまん延に備えた平時

からの体制確保の重要性が改めて認識されたことを踏まえ、「地域における健

康危機管理体制の確保」の項目に次の事項を追加する。 

 ・ 都道府県は、広域的な感染症のまん延により十分に保健活動を実施できな

い状況を想定し、管内の政令市（地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）

第１条の市をいう。以下同じ。）及び特別区、他の都道府県並びに国と連携

して、感染経路、濃厚接触者等に係る情報収集、保健活動の全体調整、保健

活動への支援、人材の確保、人材の送り出し及び受入れ等に関する体制を構

築する必要があること。 

・ 都道府県並びに政令市及び特別区は、平時から有識者が所属する教育機関、

学術機関等と連携を図り、緊急的な感染症対応が必要となった場合の情報共

有及び協力のための体制を構築しておく必要があること。 

・ 都道府県、政令市及び特別区は、各管轄地域内での感染経路の特定、濃厚

接触者の把握等に係る疫学調査等による感染状況に係る情報の共有に努め

ること。 

・ 国、都道府県及び市町村は、患者、医療従事者等に対する差別的取扱い等

の実態把握、相談支援、広報その他の啓発活動を行うものとすること。 

・ 大規模災害の発生に備える場合と同様、感染症のまん延にも備えて、都道

府県及び市町村は地方公共団体間の情報収集等の保健活動の連携体制を強化

し、また、国は、保健活動に資する人材の育成支援や保健師等の派遣のあっ

せん・調整を行う仕組みを構築すること。 

 

（２）地域における健康危機管理の拠点としての機能強化（第二の一の２の（６）

関係） 

    感染症対策に関し、地域における健康危機管理の拠点としての機能を強化す

るため、都道府県が設置する保健所においては、次の事項に取り組むことを規

定する。 

・ 国立感染症研究所、地方衛生研究所等の研究機関と連携の上、検査の精度

管理に努めるとともに、HER-SYS等の統計情報管理システムを活用し、最新の

科学的知見に基づく情報管理を推進すること。 

・ 平時から健康危機の発生時における全庁的な人員配置及び職員の業務分担

を検討するとともに、職員等に対し研修（新型コロナウイルス感染症等に係

る対応人材（IHEAT）に対する研修を含む。）等を必要に応じて実施すること。 

・ 平時から管内の関係教育機関、専門職能団体等の地域保健に係る知見を有

する人材が所属する機関との連携を図ること。 

・ 健康危機管理に係る体制の整備に当たっては、その体制が保健所内の組織

全般の運営に及ぼす影響の程度や健康危機への対応に要する期間等を考慮す

るとともに、地域保健対策の推進に支障を来すことがないよう配慮の上、必

要に応じて国とも調整の上、健康危機管理に係る業務以外の既存の業務の縮

小や当該業務の実施の順延等を検討すること。 

 



   

（３）専門技術職員の確保等（第三の一関係） 

 地域保健対策に係る人材確保のために必要な取組みとして、次の事項を追加

する。 

・ 国、都道府県及び市町村は、健康危機の発生に際して、保健所において専

門的な業務を行うことのできる保健師等の専門技術職員の継続的な確保を図

ること。 

・ 都道府県及び市町村は、健康危機の発生時には全庁的な危機管理体制が組

めるよう平時から準備を行い、地域保健対策の推進に支障を来すことがない

ように配慮すること。 

・ 国及び都道府県は、広域的な健康危機の発生の際、地域の公衆衛生の実務

知識や専門資格を有する人材に対して応援職員としての派遣等への協力を求

め、平時から地域の関係教育機関、専門職能団体との関係の構築及び維持に

努めること。 

 

（４）健康危機管理に関する研修事項の追加（第三の二関係） 

 健康危機管理に対応するための人材の資質の向上に係る取組みを促すため、

都道府県及び市町村が実施すべき専門技術職員に対する研修及び自己啓発の

内容に、「健康危機発生時における迅速かつ適切な対応を行うための危機管理

等に関する事項」を追加する。 

 国及び都道府県は、健康危機発生時に応援職員としての派遣等への協力を求

める人材に対して、危機管理等に関する研修を実施する旨を規定する。 

 

（５）人材確保支援計画の策定等に係る留意事項（第三の三の２関係） 

 人材確保支援計画の策定及びこれに基づく事業の実施に当たっては、広域的

な健康危機発生時における連携又は協力体制の基盤形成も含めて留意すべき

旨を規定する。 

 

（６）国立試験研究機関、地方衛生研究所等における調査研究（第四の五及び第六

の六の１関係） 

 国立試験研究機関、地方衛生研究所等における調査及び研究について、政策

課題を認識した上で課題設定及び分析評価を行うとともに、検査精度及び検査

件数等の規模の双方の要請を満たすものとすることとし、健康危機発生時等の

緊急時にあっても十分な対応が可能となるよう平時から地域の試験研究機関

等との連携に努める旨を規定する。 

 地方衛生研究所は、その機能強化を図るため、検査の精度管理の向上、HER-

SYS等の統計情報管理システムの活用を行うことを追加する。 

 

３ 適用日 

 改正後の指針については、地域保健対策の推進に関する基本的な指針の一部を改正

する件（令和４年厚生労働省告示第24号）が告示された日（令和４年２月１日）より

適用する。 
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○地域保健対策の推進に関する基本的な指針 

 (平成６年厚生省告示第 374号) 

 

最終改正：令和４年２月１日厚生労働省告示第 24号 

 

少子高齢化の更なる進展や人口の減少といった人口構造の変化に加え、単独世帯や共働

き世帯の増加など住民の生活スタイルも大きく変化するとともに、がん、循環器疾患、糖尿

病、慢性閉塞性肺疾患等の非感染性疾患(NCD)の増加、新興・再興感染症の感染拡大をはじ

めとする健康危機に関する事案の変容など地域保健を取り巻く状況は、大きく変化してい

る。 

一方、地方公共団体間において地域保健に係る役割の見直しが行われる中、地域保健の

役割は多様化しており、行政を主体とした取組だけでは、今後、更に高度化、多様化してい

く国民のニーズに応えていくことが困難な状況となっている。 

また、保健事業の効果的な実施や高齢化社会に対応した地域包括ケアシステムの構築、

社会保障を維持・充実するため支え合う社会の回復が求められている。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の全国的な感染拡大に伴う保健所等における業務負

担の増大等の影響により、感染症対策をはじめとする健康危機管理に係る外部人材の活用

を含む人員の確保、保健所等の組織体制の強化及び緊急事態に即時に対応できる全庁的な

体制の整備の重要性が改めて認識されている。 

こうした状況の変化に的確に対応するため、地域保健対策を推進するための中核として

の保健所、市町村保健センター等及び地方衛生研究所を相互に機能させ、都道府県及び市町

村（特別区を含む。第二の一の２を除き、以下同じ。）の本庁、保健所、市町村保健センタ

ー等及び地方衛生研究所間の連携並びにこれらの機関と地域の医療機関及び福祉サービス

機関とのネットワーク形成を推進し、また、地域の特性を考慮しながら、医療、介護、福祉

等の関連施策と有機的に連携した上で、科学的な根拠に基づき効果的・効率的に地域保健対

策を推進するとともに、地域に根ざした信頼や社会規範、ネットワークといった社会関係資

本等(以下「ソーシャルキャピタル」という。)を活用した住民との協働により、地域保健基

盤を構築し、地域住民の健康の保持及び増進並びに地域住民が安心して暮らせる地域社会

の実現を目指した地域保健対策を総合的に推進することが必要である。 

この指針は、地域保健体系の下で、市町村、都道府県、国等が取り組むべき方向を示すこ

とにより、地域保健対策の円滑な実施及び総合的な推進を図ることを目的とする。 

第一 地域保健対策の推進の基本的な方向 

一 自助及び共助の支援の推進 

少子高齢化の更なる進展等の社会状況の変化を踏まえ、住民の自助努力に対する支

援を充実するとともに、共助の精神で活動する住民に対し、ソーシャルキャピタルを

活用した支援を行うことを通じて、多様化、高度化する住民のニーズに応えたサービ
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スを提供する必要がある。都道府県及び市町村は、地域保健対策を講ずる上で重要な

社会資源について十分に調査し、ソーシャルキャピタルの核となる人材の育成に努め

るとともに、学校、企業等に係るソーシャルキャピタルの積極的な活用を図る必要が

ある。 

二 住民の多様なニーズに対応したきめ細かなサービスの提供 

住民の価値観、ライフスタイル及びニーズは極めて多様化しており、画一的に提供

されるサービスから、多様なニーズ等に応じたきめ細かなサービスへ転換することが

求められる。 

このため、住民が保健サービスに関する相談を必要とする場合には、個人のプライ

バシーの保護に配慮しつつ適時適切に相談に応じることが可能な体制を整備すると

ともに、個々の住民のニーズに的確に対応したサービスが提供されるよう、保健サー

ビスの質的かつ量的な確保、保健サービスを提供する拠点の整備及び人材の確保等の

体制の総合的な整備を推進することが必要である。 

また、保健サービスの提供に当たっては、種類、時間帯、実施場所等に関し、個人

による一定の選択を可能にするよう配慮するとともに、これらの保健サービスの提供

に関連する情報を適切に住民に提供する必要がある。 

あわせて、民間サービスの活用を進めるため、保健サービスの質を確保しながら振

興策等を検討することが求められる。 

三 地域の特性をいかした保健と福祉の健康なまちづくり 

住民に身近で利用頻度の高い保健サービス及び福祉サービスは、最も基礎的な自治

体である市町村が、地域の特性を十分に発揮しつつ、住民のニーズを踏まえた上で、

一体的に実施できる体制を整備することが必要である。 

これに加え、市町村は、地域保健を取り巻く状況の変化を踏まえ、行政サービスの

充実だけでなく、学校、企業等の地域の幅広い主体との連携を進め、住民との協働に

よる健康なまちづくりを推進し、全ての住民が健康づくりに取り組むことができる環

境を整備することが求められる。 

また、都道府県及び国は、市町村がその役割を十分に果たすことができる条件を整

備することが必要である。 

四 医療、介護、福祉等の関連施策との連携強化 

住民のニーズの変化に的確に対応するためには、地域における保健、医療、介護、

福祉等とそれぞれの施策間での連携及びその体制の構築が重要である。 

このため、市町村は、住民に身近な保健サービスを介護サービス又は福祉サービス

と一体的に提供できる体制の整備に努める。都道府県及び保健所(都道府県が設置す

る保健所に限る。)は、広域的な観点から都道府県管内の現状を踏まえた急性期、回復

期及び維持期における医療機関間の連携、医療サービスと介護サービス及び福祉サー

ビス間の連携による地域包括ケアシステムの強化に努めることが必要である。 
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また、医療機関間の連携体制の構築においては、多くの医療機関等が関係するため、

保健所が積極的に関与し、地域の医師会等との連携や協力の下、公平・公正な立場か

らの調整機能を発揮することが望まれる。 

なお、保健所は、所管区域内の健康課題等の把握、評価、分析及び公表を行い、都

道府県が設置する保健所にあっては所管区域内の市町村と情報の共有化を図るとと

もに、当該市町村と重層的な連携の下、地域保健対策を推進するほか、介護及び福祉

等の施策との調整についても積極的な役割を果たす必要がある。 

五 地域における健康危機管理体制の確保 

1 健康危機管理体制の確保 

都道府県及び市町村は、地域において発生し得る健康危機に対して、迅速かつ適

切な危機管理を行えるよう、当該健康危機の際に生じ得る地域住民への精神的な影

響も考慮した上で、地域における健康危機管理体制を構築する必要がある。 

このため、都道府県及び市町村は、それぞれの保健衛生部門の役割分担をあらか

じめ明確にするほか、健康危機に関する情報が、健康危機管理体制の管理責任者に

対して迅速かつ適切に伝達され、当該管理責任者の下で一元的に管理される体制を

構築するとともに、管理責任者から都道府県及び市町村の保健衛生部門に対する指

示が迅速かつ適切に伝達される必要がある。また、他の地方公共団体を含む関係機

関及び関係団体との連携及び調整も図る必要がある。なお、健康危機管理体制の管

理責任者は、地域の保健医療に精通しているという観点から保健所長が望ましい。 

また、都道府県及び市町村は、健康危機が発生した場合の危機管理への対応につ

いて定めた手引書を作成するとともに、当該手引書の有効性を検証するための訓練、

健康危機に対する迅速かつ適切な危機管理を行うことができる人材の育成、当該危

機管理に必要な機器及び機材の整備等を行う必要がある。 

2 大規模災害への備え 

都道府県及び市町村は、大規模災害時に十分に保健活動を実施することができな

い状況を想定し、他の地方公共団体や国とも連携して、大規模災害時の情報収集、

医療機関との連携を含む保健活動の全体調整、保健活動への支援及び人材の受入れ

等に関する体制を構築する必要がある。 

 3 広域的な感染症のまん延への備え 

都道府県は、広域的な感染症のまん延により十分に保健活動を実施できない状況

を想定し、管内の政令市（地域保健法施行令（昭和二十三年政令第七十七号。以下

「令」という。）第一条に規定する市をいう。以下同じ。）及び特別区、他の都道

府県並びに国と連携して、感染経路、濃厚接触者等に係る情報収集、医療機関及び

福祉サービス機関等との連携を含む保健活動の全体調整、保健活動への支援、感染

症対応が可能な専門職を含む人材の確保、国及び地方公共団体等からの人材の送り

出し及び受入れ等に関する体制を構築する必要がある。 
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また、感染経路の特定、濃厚接触者の把握等に係る疫学調査、病原体の解析等の

専門的業務を十分に実施するためには、保健所、地方衛生研究所等の職員のみなら

ず、教育機関、学術機関等に所属する有識者の協力を得ることも重要であるため、

都道府県並びに政令市及び特別区は、平時からこれらの機関等と連携を図りながら

感染症対策を行うとともに、緊急的な感染症対応が必要となった場合の情報共有及

び協力のための体制を構築しておく必要がある。 

さらに、広域的な感染症のまん延の防止の観点から、都道府県、政令市及び特別

区は、各管轄地域内での感染経路の特定、濃厚接触者の把握等に係る疫学調査等に

よる感染状況に係る情報の共有に努めること。 

4 地域住民への情報提供、知識の普及等 

国、都道府県及び市町村は、健康危機の発生時に地域住民が状況を的確に認識し

た上で行動ができるよう、適切に情報を提供し、地域住民や関係者との相互の情報

及び意見の交換(以下「リスクコミュニケーション」という。)を実施するよう努め

る必要がある。 

また、国、都道府県及び市町村は、広域的な感染症対策等を実施するに当たって

は、患者及び医療従事者並びにこれらの者の家族等の人権が尊重され、及び何人も

差別的取扱い等を受けることのないようにするため、差別的取扱い等の実態の把握、

相談支援、広報その他の啓発活動を行うものとする。 

六 科学的根拠に基づいた地域保健の推進 

1 科学的根拠に基づく地域保健対策に関する計画の策定と実施 

国、都道府県及び市町村は、地域の健康課題について、住民の健康を阻害する要

因を科学的に明らかにするとともに、疫学的な手法等を用いて地域保健対策の評価

等の調査研究を行うことにより、科学的根拠に基づく地域保健対策に関する計画の

策定など地域保健対策の企画及びその実施に努める必要がある。 

また、健康づくりに関する計画、がん対策に関する計画、母子保健に関する計画、

健康危機管理に関する計画等の地域保健対策に関する計画(第一の六の 2 において

「計画」という。)について、地域において共通する課題や目標を共有し推進するこ

とが望ましい。 

2 計画の評価と公表の推進 

国、都道府県及び市町村は、地域保健に関して、それぞれが共通して活用可能な

標準化された情報の収集、分析及び評価を行い、その結果を計画に反映させるとと

もに、関係者や地域住民に広く公表することを通じて、地域の健康課題とその解決

に向けた目標の共有化を図り、地域保健対策を一体的に推進することが重要である。

なお、保健所及び地方衛生研究所は、技術的中核機関として、情報の収集、分析及

び評価を行い、積極的にその機能を果たす必要がある。 

七 国民の健康づくりの推進 
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健康増進法(平成十四年法律第百三号)に基づき、国民の健康づくりを推進するため、

国及び地方公共団体は、教育活動や広報活動を通じた健康の増進に関する知識の普及、

情報の収集、整理、分析及び提供、研究の推進並びに健康の増進に係る人材の養成及

び資質の向上を図るとともに、健康増進事業実施者その他の関係者に対し、必要な技

術的助言を与えるよう努めることが必要である。さらに、都道府県は、国民の健康の

増進の総合的な推進を図るための基本的な方針(平成二十四年厚生労働省告示第四百

三十号。第一の七において「基本方針」という。)を勘案して、都道府県健康増進計画

を定め、市町村は、基本方針及び都道府県健康増進計画を勘案して市町村健康増進計

画を定めるよう努めることが必要である。また、健康づくりの推進に当たっては、医

療保険者、医療機関、薬局、地域包括支援センター、教育関係機関、マスメディア、

企業、ボランティア団体等から構成される中核的な推進組織が、市町村保健センター、

保健所を中心として、都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画に即して、これ

らの健康増進計画の目標を達成するための行動計画を設定し、各機関及び団体等の取

組をそれぞれ補完し合う等職種間で連携を図ることにより、地域の健康課題の解決に

向けた効果的な取組が図られることが望ましい。また、母子保健分野については、母

子保健における国民運動計画において設定された課題を達成するため、国及び地方公

共団体は、関係者、関係機関及び関係団体が寄与し得る取組の内容を明確にして、そ

の活動を推進することが必要である。 

八 快適で安心できる生活環境の確保 

地域住民の健康の保持及び増進を図るためには、住民の生活の基盤となる快適で安

心できる生活環境を確保することが重要である。 

このため、都道府県、国等は、食中毒等に係る情報共有体制の強化や食品衛生監視

員等の資質向上等を通じた保健所の機能強化に努めるとともに、食品衛生協会、生活

衛生同業組合等関係団体に対する指導又は助言に努めることにより、営業者の自主的

な衛生管理等を通じた食品安全、生活衛生等の施策の推進を図り、消費者及び住民に

対するサービス並びに食品の安全性等に係るリスクコミュニケーションを進めるこ

とが必要である。 

第二 保健所及び市町村保健センターの整備及び運営に関する基本的事項 

保健所は、地域保健に関する広域的、専門的かつ技術的拠点としての機能を強化する

ほか、地域の医師会の協力の下に医療機関との連携を図ること等により、また、市町村

は、住民に身近で利用頻度の高い保健、福祉サービスを一体的に実施するため、市町村

保健センター等の体制の整備を積極的に推進すること等により、ライフサイクルを通し

て一貫した保健、医療、福祉サービスを提供することが重要である。 

このため、市町村、都道府県及び国は、次のような取組を行うことが必要である。 

一 保健所 

1 保健所の整備 
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保健所の地域保健における広域的、専門的かつ技術的拠点としての機能を強化す

るため、次のような考え方に基づき、地域の特性を踏まえつつ規模の拡大並びに施

設及び設備の充実を図ること。 

(一) 都道府県の設置する保健所 

(1) 都道府県の設置する保健所の所管区域は、保健医療に係る施策と社会福祉

に係る施策との有機的な連携を図るため、二次医療圏(医療法(昭和二十三年

法律第二百五号)第三十条の四第二項第十四号に規定する区域をいう。以下同

じ。)又は介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第百十八条第二項に規定す

る区域とおおむね一致した区域とすることを原則として定めることが必要で

あること。ただし、現行の二次医療圏が必ずしも保健サービスを提供する体制

の確保を図る趣旨で設定されていないことから、二次医療圏の人口又は面積

が平均的な二次医療圏の人口又は面積を著しく超える場合には地域の特性を

踏まえつつ複数の保健所を設置できることを考慮すること。 

(2) 保健所の集約化により、食品安全及び生活衛生関係事業者等に対するサー

ビスの提供に遺漏がないよう、例えば、移動衛生相談、関係団体の協力による

相談等の地域の特性に応じたサービスを行うこと。 

(二) 政令市及び特別区の設置する保健所 

(1) 政令指定都市(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条

の十九第一項の指定都市をいう。以下同じ。)は、地域の特性を踏まえつつ、

保健所が、従来おおむね行政区単位に設置されてきたことに配慮しながら、都

道府県の設置する保健所との均衡及び保健所政令市(令第一条第三号の市を

いう。以下同じ。)の人口要件を勘案し、住民が受けることができるサービス

の公平性が確保されるように保健所を設置することが望ましいこと。 

(2) 政令指定都市を除く政令市及び特別区は、都道府県の設置する保健所との

均衡及び保健所政令市の人口要件を勘案し、地域の特性を踏まえつつ、保健所

を設置することが望ましいこと。 

(3) 保健所の設置及び運営を円滑に遂行できる人口規模を備えた市が保健サー

ビスを一元的に実施することは望ましいことから、人口二十万以上の市は、保

健所政令市への移行を検討すること。 

(4) 人口二十万未満の現行の政令市は、引き続きその業務の一層の推進を図る

こと。 

2 保健所の運営 

(一) 都道府県の設置する保健所 

都道府県の設置する保健所(以下この(一)において「保健所」という。)は、次

のような地域保健の広域的、専門的かつ技術的拠点としての機能を強化すること。 

(1) 健康なまちづくりの推進 
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ア 市町村による保健サービス及び福祉サービスを一体的に提供するととも

に、ソーシャルキャピタルを広域的に醸成し、その活用を図ること。また、

学校、企業等の関係機関との幅広い連携を図ることにより、健康なまちづく

りを推進すること。 

イ 地域の健康課題を把握し、医療機関間の連携に係る調整、都道府県による

医療サービスと市町村による保健サービス及び福祉サービスとの連携に係

る調整を行うことにより、地域において保健、医療、福祉に関するサービス

が包括的に提供されるよう市町村や関係機関等と重層的な連携体制を構築

すること。 

(2) 専門的かつ技術的業務の推進 

ア 地域保健対策に関する専門的かつ技術的な業務について機能を強化する

とともに、地域保健対策への地域住民のニーズの把握に努めた上で、専門的

な立場から企画、調整、指導及びこれらに必要な事業を行うとともに市町村

への積極的な支援に努めること。 

イ 精神保健、難病対策、エイズ対策等の保健サービスの実施に当たっては、

市町村の福祉部局等との十分な連携及び協力を図ること。 

ウ 食品安全、生活衛生、医事、薬事等における監視及び指導、検査業務等の

専門的かつ技術的な業務について、地域住民の快適で安心できる生活環境

の確保を図るという観点を重視し、監視及び指導の計画的な実施、検査の精

度管理の徹底等、一層の効率化及び高度化を図ることにより、食品等の広域

的監視及び検査を行う専門的かつ技術的拠点としての機能を強化すること。 

(3) 情報の収集、整理及び活用の推進 

ア 所管区域に係る保健、医療、福祉に関する情報を幅広く収集、管理、分析

及び評価するとともに、関係法令を踏まえつつ、関係機関及び地域住民に対

して、これらを積極的に提供すること。 

イ 市町村、地域の医師会等と協力しつつ、住民からの相談に総合的に対応で

きる情報ネットワークを構築すること。 

ウ このため、情報部門の機能強化を図ること。 

(4) 調査及び研究等の推進 

ア 各地域が抱える課題に即し、地域住民の生活に密着した調査及び研究を

積極的に推進することが重要である。 

このため、調査疫学部門の機能強化を図ること。 

イ 国は、保健所における情報の収集、整理及び活用並びに調査及び研究を推

進するため、技術的及び財政的援助に努めること。 

(5) 市町村に対する援助及び市町村相互間の連絡調整の推進 
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ア 保健所に配置されている医師を始めとする専門技術職員は、市町村の求

めに応じて、専門的かつ技術的な指導及び支援並びに市町村保健センター

等の運営に関する協力を積極的に行うこと。 

イ 市町村職員等に対する現任訓練を含めた研修等を積極的に推進すること

が重要である。 

このため、研修部門の機能強化を図ること。 

(6) 地域における健康危機管理の拠点としての機能の強化 

ア 健康危機の発生に備え、保健所は、地域の保健医療の管理機関として、平

時から、法令に基づく監視業務等を行うことにより、健康危機の発生の防止

に努めるほか、広域災害・救急医療情報システム等を活用し、地域医療とり

わけ救急医療の量的及び質的な提供状況を把握し、評価するとともに、地域

の医師会及び消防機関等の救急医療に係る関係機関と調整を行うことによ

り、地域における医療提供体制の確保に努め、また、保健衛生部門、警察等

の関係機関及びボランティアを含む関係団体と調整することにより、これ

らとの連携が確保された危機管理体制の整備に努めること。感染症につい

ては、国立感染症研究所、地方衛生研究所等の研究機関と連携の上、検査の

精度管理に努めるとともに、感染情報の管理等のためのシステムを活用し、

最新の科学的知見に基づく情報管理を推進すること。 

  併せて、健康危機の発生時に専門技術職員による調査業務その他の保健

活動が迅速かつ適切に行われるよう、平時から健康危機の発生時における

全庁的な人員配置及び職員の業務分担を検討するとともに、職員等に対し

研修等を必要に応じて実施することにより危機管理体制の整備を図ること。

また、平時から管内の関係教育機関及び医師会、歯科医師会、薬剤師会、獣

医師会、看護協会、栄養士会等の専門職能団体等の地域保健に係る知見を有

する人材が所属する機関との連携を図ること。 

また、健康危機管理に関する住民の意識を高めるため、リスクコミュニケ

ーションに努めること。なお、地域の保健医療情報の集約機関として、保健

所の対応が可能となるよう、休日及び夜間を含め適切な対応を行う体制の

整備を図ること。 

イ 健康危機発生時において、保健所は、広域災害・救急医療情報システム等

を活用し、患者の診療情報等の患者の生命に係る情報の収集及び提供、健康

被害者に対する適切な医療の確保のための支援措置等を図ること。また、管

内の市町村に対して法令に基づき、健康危機管理を適切に行うこと。 

ウ 健康危機発生後において、保健所は、保健医療福祉に係る関係機関等と調

整の上、健康危機発生に当たっての管理の体制並びに保健医療福祉の対応

及び結果に関し、科学的根拠に基づく評価を行い、公表するとともに、都道
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府県が作成する医療計画及び障害者計画等の改定に当たって、その成果を

将来の施策として反映させることが必要であること。なお、健康危機による

被害者及び健康危機管理の業務に従事する者に対する精神保健福祉対策等

を人権の尊重等に配慮しつつ、推進すること。 

エ 健康危機管理に係る体制の整備に当たっては、その体制が保健所内の組

織全般の運営に及ぼす影響の程度や健康危機への対応に要する期間等の諸

般の事情を考慮するとともに、地域保健対策の推進に支障を来すことがな

いよう配慮の上、必要に応じて国とも調整の上、健康危機管理に係る業務以

外の既存の業務の縮小や当該業務の実施の順延等を検討すること。 

(7) 企画及び調整の機能の強化 

ア 都道府県の医療計画、介護保険事業支援計画、がん対策推進計画、健康増

進計画、老人福祉計画、障害者計画等の計画策定に関与するとともに、各種

の地域保健サービスを広域的・専門的立場から評価し、これを将来の施策に

反映させ、その結果の公表等を通じて所管区域内の市町村の施策の改善を

行うほか、地域における在宅サービス、障害者福祉等の保健、医療、福祉の

システムの構築、医療機関の機能分担と連携、医薬分業等医療提供体制の整

備、ソーシャルキャピタルを活用した健康づくりの支援、食品安全及び生活

衛生に係るサービスの提供及び(1)から(7)までに掲げる課題について企画

及び調整を推進すること。 

イ このため、保健所の新たな役割を十分に担うことのできる人材の確保等

を含め、企画及び調整の部門の機能強化を図ること。 

(二) 政令市及び特別区の設置する保健所 

政令市及び特別区の設置する保健所は、市町村保健センター等の保健活動の

拠点及び福祉部局との間の情報交換等による有機的な連携の下に、(一)の(1)に

掲げる健康なまちづくりの推進、(一)の(2)に掲げる専門的かつ技術的業務の推

進、(一)の(3)に掲げる情報の収集、整理及び活用の推進、(一)の(4)に掲げる調

査及び研究等の推進、(一)の(6)に掲げる健康危機管理機能の強化並びに(一)の

(7)に掲げる企画及び調整の機能の強化に努めること。 

また、政令市及び特別区の設置する保健所を地域保健医療に対する総合的な

企画機能を有する中核機関として位置付け、地域住民のニーズに合致した施策を

展開できるようにすることが望ましいこと。 

二 市町村保健センター 

1 市町村保健センターの整備 

(一) 身近で利用頻度の高い保健サービスが市町村において一元的に提供される

ことを踏まえ、各市町村は、適切に市町村保健センター等の保健活動の拠点を整

備すること。 
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(二) 国は、市町村保健センターの設置及び改築等の財政的援助に努めること。 

(三) 町村は、単独で市町村保健センター等を整備することが困難な場合には、地

域住民に対する保健サービスが十分に提供できるよう配慮しながら、共同で市町

村保健センター等を整備することを考慮すること。 

(四) 都市部においては、都市の特性をいかしつつ人口規模に応じた市町村保健セ

ンター等の設置を考慮すること。 

(五) 国民健康保険健康管理センター、老人福祉センター、地域包括支援センター

等の類似施設が整備されている市町村は、これらの施設の充実を図ることにより、

住民に身近で利用頻度の高い保健サービスを総合的に実施するという役割を十

分に発揮できるようにすること。 

2 市町村保健センターの運営 

(一) 市町村は、健康相談、保健指導及び健康診査等の地域保健に関する計画を策

定すること等により、市町村保健センター等において住民のニーズに応じた計画

的な事業の実施を図るとともに、保健所等の関係機関による施策評価を参考とし

て業務の改善に努めること。 

(二) 市町村は、市町村保健センター等の運営に当たっては、保健、医療、福祉の

連携を図るため、地域包括支援センターを始めとする社会福祉施設等との連携及

び協力体制の確立、市町村保健センター等における総合相談窓口の設置、在宅福

祉サービスを担う施設との複合的整備、保健師とホームヘルパーに共通の活動拠

点としての運営等により、保健と福祉の総合的な機能を備えること。 

(三) 市町村は、市町村保健センター等の運営に当たっては、保健所からの専門的

かつ技術的な援助及び協力を積極的に求めるとともに、地域の NPO、民間団体等

に係るソーシャルキャピタルを活用した事業の展開に努めること。また、市町村

健康づくり推進協議会の活用、検討協議会の設置等により、医師会、歯科医師会、

薬剤師会、看護協会、栄養士会等の専門職能団体、地域の医療機関、学校及び企

業等との十分な連携及び協力を図ること。なお、当該市町村健康づくり推進協議

会及び検討協議会の運営に当たっては、地域の NPO、民間団体等に係るソーシャ

ルキャピタルの核である人材の参画も得て、地域の健康課題を共有しながら地域

保健対策を一体的に推進することが望ましいこと。 

(四) 市町村は、精神障害者の社会復帰対策、認知症高齢者対策、歯科保健対策等

のうち、身近で利用頻度の高い保健サービスは、市町村保健センター等において、

保健所の協力の下に実施することが望ましいこと。特に、精神障害者の障害者支

援施設等の利用に係る調整及び精神障害者保健福祉手帳の交付申請の受理の事

務等を市町村において行うこととなっていることから、精神障害者の社会復帰対

策を、保健所、精神保健福祉センター、福祉事務所、医療機関、障害者支援施設

等との連携及び協力の下に実施すること。 
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(五) 政令市は、保健所と市町村保健センター等との密接な連携を図り、効率的か

つ効果的な保健サービスの提供を可能にする体制を整備すること。 

第三 地域保健対策に係る人材の確保及び資質の向上並びに人材確保支援計画の策定に関

する基本的事項 

地域保健対策に係る多くの職種に渡る専門技術職員の養成、確保及び知識又は技術の

向上に資する研修の充実を図るため、市町村、都道府県及び国は、次のような取組を行

うことが必要である。 

一 人材の確保 

１ 都道府県、政令市及び特別区は、地域における健康危機管理体制の充実等の観点

から、保健所における医師の配置に当たっては、専任の保健所長を置くように努め

る等の所管区域の状況に応じた適切な措置を講じるように努めること。なお、医師

である専任の保健所長の確保が著しく困難である場合には、保健所長の職責の重要

性に鑑み、臨時的な措置として、令第四条第二項各号のいずれにも該当する医師で

ない地域保健法(昭和二十二年法律第百一号)第五条第一項に規定する地方公共団

体の長の補助機関である職員を保健所長として配置するように努めること。 

２ 国、都道府県及び市町村は、地域における健康危機管理体制の充実等の観点から、

健康危機の発生に際して、保健所における必要な調査、住民からの相談への対応そ

の他の専門的な業務を行うことのできる保健師等の専門技術職員の継続的な確保

を図ること。 

３ 都道府県及び市町村は、健康危機の発生時には全庁的な危機管理体制が組めるよ

う平時から準備を行い、地域保健対策の推進に支障を来すことがないように配慮す

ること。 

４ 都道府県は、事業の将来的な見通しの下に、精神保健福祉士を含む令第五条に規

定する職員の継続的な確保に努め、地域保健対策の推進に支障を来すことがないよ

うに配慮すること。 

５ 市町村は、事業の将来的な見通しの下に、保健師、管理栄養士等の地域保健対策

に従事する専門技術職員の計画的な確保を推進することにより、保健事業の充実及

び保健事業と介護保険事業等との有機的な連携その他の地域保健対策の推進に支

障を来すことがないように配慮すること。 

また、市町村は、医師、歯科医師、薬剤師、獣医師、助産師、看護師、准看護師、

管理栄養士、栄養士、理学療法士、作業療法士、歯科衛生士、社会福祉士、介護福

祉士、精神保健福祉士、言語聴覚士等の地域における人的資源を最大限に活用する

こと。 

このため、地域の医師会、歯科医師会、薬剤師会、獣医師会、看護協会、栄養士

会等の支援を得ること。 
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さらに、行政職員の育成のみならず、地域においてソーシャルキャピタルの核と

なる人材の発掘及び育成を行うとともに、学校、企業等との仲立ちとなる人材の確

保についても計画的に取り組むこと。 

６ 国は、専門技術職員の養成に努めるとともに、業務内容、業務量等を勘案した保

健師の活動の指標を情報として提供する等の支援を行うこと。 

また、健康なまちづくりの全国的な推進のため、地方公共団体等が行うソーシャ

ルキャピタルの核となる人材の育成に係る支援に努めること。 

７ 国及び都道府県は、広域的な健康危機の発生の際、必要に応じ、地域の公衆衛生

の実務に係る専門知識を有する人材や公衆衛生に係る専門資格を有する人材に対

して応援職員としての派遣等への協力を求め、当該広域的な健康危機への地域にお

ける一体的な対応が円滑に行われるよう、平時から地域の関係教育機関及び医師会、

歯科医師会、薬剤師会、獣医師会、看護協会、栄養士会等の専門職能団体との関係

の構築及び維持に努めること。 

二 人材の資質の向上 

1 都道府県及び市町村は、職員に対する現任教育(研修及び自己啓発の奨励、地域保

健対策に係る部門以外の部門への人事異動その他の手段による教育をいう。以下同

じ。)について各地方公共団体が策定した人材育成指針に基づき、企画及び調整を

一元的に行う体制を整備することが望ましいこと。なお、ここでいう研修には執務

を通じての研修を含む。 

2 都道府県及び市町村は、地域保健に関わる医師、歯科医師、薬剤師、獣医師、保健

師、助産師、看護師、准看護師、臨床検査技師、管理栄養士、栄養士、理学療法士、

作業療法士、歯科衛生士、社会福祉士、精神保健福祉士、言語聴覚士等に対して、

次に掲げる現任教育に関する事項を効果的かつ効率的に実施すること。なお、実施

に際しては必要に応じ関係部局と連携すること。 

(一) 次に掲げる事項に関する研修及び自己啓発の奨励 

(1) 専門分野及び行政運営に関する事項 

(2) 保健、医療、福祉の連携を促進するための職種横断的な事項 

(3) 保健、医療、福祉に係る各種サービスの総合的な調整に関する事項 

(4) 健康危機発生時における迅速かつ適切な対応を行うための危機管理等に関

する事項 

(二) 人材育成を目的とした地域保健対策に係る部門以外の部門への人事異動、保

健所と市町村との間の人事交流、研究機関等への派遣等の推進 

3 都道府県は、市町村の求めに応じ、都道府県及び市町村の職員の研修課程を定め、

保健所、地方衛生研究所等との間の職員研修上の役割分担を行って、現任訓練を含

めた市町村職員に対する体系的な専門分野に関する研修を計画的に推進するとと

もに、保健所職員が市町村に対する技術的援助を円滑に行うことを可能とするため
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の研修、保健所の企画及び調整機能を強化するための研修並びに教育機関又は研究

機関と連携した研修の推進に努めること。 

4 都道府県は、保健所において、市町村等の求めに応じ、市町村職員及び保健、医療、

福祉サービスに従事する者に対する研修を実施するとともに、町村職員が研修を受

ける際には、当該町村の事業が円滑に実施されるように必要に応じて支援すること。 

5 国は、国立試験研究機関における養成訓練を始め、総合的な企画及び調整の能力の

養成並びに指導者としての資質の向上に重点を置いた研修の充実を図るとともに、

効果的かつ効率的な教育方法の開発及び普及を行い、市町村及び都道府県に対する

技術的及び財政的援助に努めること。 

６ 国及び都道府県は、地域の公衆衛生の実務に係る専門知識や公衆衛生に係る専門

資格を有し、広域的な健康危機の発生の際、応援職員としての派遣等への協力を求

める人材に対して、健康危機発生時における迅速かつ適切な対応を行うための危機

管理等に関する研修を実施すること。 

三 人材確保支援計画の策定 

1 人材確保支援計画の策定についての基本的考え方 

(一) 市町村は、地域保健対策の円滑な実施を図るため、自ら責任を持って、住民

に身近で利用頻度の高い保健サービスに必要な人材の確保及び資質の向上を図

ることが原則である。しかしながら、町村が必要な対策を講じても地域の特性に

よりなお必要な人材を確保できない場合には、都道府県は、特にその人材の確保

又は資質の向上を支援する必要がある町村について、町村の申出に基づき人材確

保支援計画を策定するとともに、これに基づき人材の確保又は資質の向上に資す

る事業を推進すること。 

(二) 国は、都道府県の行う人材確保支援計画において定められた事業が円滑に実

施されるよう、別に定める要件に従い必要な財政的援助を行うとともに、助言、

指導その他の援助の実施に努めること。 

(三) (一)及び(二)に掲げる措置により、各町村は、十分な保健サービス及び保健、

医療、福祉の連携の下で最適なサービスを総合的に提供するための調整を行うこ

とのできる保健師、栄養相談等を行う管理栄養士その他必要な職員の適切な配置

を行うことが望ましいこと。 

2 人材確保支援計画の策定及びこれに基づく事業の実施に当たっての留意事項 

都道府県は、人材確保支援計画の策定及びこれに基づく事業については、特定町

村との十分な意思疎通及び共通の課題を抱える特定町村における当該事業の一体

的な推進を図るほか、地域の医師会、歯科医師会、薬剤師会、獣医師会、看護協会、

栄養士会等の専門職能団体及び医療機関との連携又は協力体制を確立すること等

により、広域的な健康危機発生時における連携又は協力体制の基盤形成も含め、地

域の特性に即し、効果的に実施するよう留意すること。 
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第四 地域保健に関する調査及び研究に関する基本的事項 

地域の特性に即した地域保健対策を効果的に推進し、地域における健康危機管理能力

を高めるためには、科学的な知見を踏まえることが重要である。 

このため、保健所、地方衛生研究所、国立試験研究機関等において、次のような取組

を行うことが必要である。 

一 保健所は、快適で安心できる生活の実現に資するため、地域の抱える課題に即した、

先駆的又は模範的な調査及び研究を推進すること。 

二 地方衛生研究所は、保健所等と連携しながら、地域における科学的かつ技術的に中

核となる機関として、その専門性を活用した地域保健に関する調査及び研究を推進す

ること。 

三 都道府県及び政令指定都市は、関係部局、保健所、地方衛生研究所等の行政機関等

による検討協議会を設置し、計画的に調査、研究等を実施するために必要な企画及び

調整を行うこと。 

四 国は、国立試験研究機関等において、全国的規模で行うことが適当である又は高度

の専門性が要求される調査及び研究を推進するとともに、国立試験研究機関と地方衛

生研究所との連携体制を構築すること等により、地方衛生研究所に対する技術的支援

を行うこと。 

五 国立試験研究機関、地方衛生研究所等における地域保健に関する調査及び研究につ

いては、新たな政策課題を認識した上で、その課題設定及び分析評価を行うとともに、

検査精度及び検査件数等の規模の双方の要請を満たすものとすることとし、健康危機

発生時等の緊急時にあっても十分な対応が可能となるよう平時から地域の試験研究

機関等との連携に努めること。 

六 調査及び研究の成果等は、関係法令を踏まえつつ、関係機関及び国民に対して、積

極的に提供すること。 

第五 社会福祉等の関連施策との連携に関する基本的事項 

一 保健、医療、福祉の連携の下で最適なサービスを総合的に提供するための調整の機

能の充実 

人口の高齢化、疾病構造の変化、ノーマライゼーションの意識の高まり等に伴い、

住民のニーズが保健、医療、福祉を通じた総合的なものとなる中で、個々の住民にと

って最適なサービスの種類、程度及び提供主体について判断し、適切なサービスを総

合的に提供することが重要である。 

このため、市町村及び都道府県は、次のような取組を行うことが必要である。 

1 市町村においては、相談からサービスの提供までに至る体系的な体制の整備及び

職員に対する研修の充実を図ること。また、支援を必要とする住民をより早く把握

し、適時かつ適切な情報の提供、関係機関の紹介及び調整等を行う総合相談窓口を

市町村保健センター等に設置するとともに、高齢者の保健、福祉サービスに関する
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相談、連絡調整等を行う地域包括支援センターの整備を推進すること。さらに、地

域の医師会の協力の下に、かかりつけ医との連携及び協力体制を確立すること。 

2 都道府県は、保健所において、精神障害及び難病等の専門的かつ広域的に対応する

ことが望ましい問題を持つ住民に対して、保健、医療、福祉の連携の下で最適なサ

ービスを提供するための総合調整機能を果たすとともに、市町村の求めに応じて、

専門的及び技術的支援を行うこと。 

二 包括的な保健、医療、福祉のシステムの構築 

住民のニーズに応じた適切なサービスを提供するため、地域における包括的な保健、

医療、福祉のシステムの構築が重要である。 

このため、市町村、都道府県、国及び保健、医療、福祉サービスを提供する施設は、

次のような取組を行うことが必要である。 

1 市町村においては、市町村保健センター等の保健活動の拠点、保健所、福祉事務所

等の行政機関及び地域包括支援センター、医療機関、薬局、社会福祉施設、介護老

人保健施設、訪問看護ステーション等の施設を結ぶ地域の特性に応じたネットワー

クを整備すること。 

2 二次医療圏においては、保健、医療、福祉のシステムの構築に必要な社会資源がお

おむね確保されていることから、保健所等は、これらを有効に活用したシステムの

構築を図るための検討協議会を設置すること。 

また、保健所運営協議会又は地域保健医療協議会が設置されている場合には、こ

れらとの一体的な運営を図り、二次医療圏内の地域保健全般に渡る事項を幅広い見

地から協議すること。 

3 市町村は保健、福祉サービスの有機的な連携を推進する観点から、都道府県は市町

村に対する保健、福祉サービスを通じた一元的な助言、援助等を円滑に行う観点か

ら、それぞれ、地域の特性に応じた組織の在り方について検討すること。 

4 都道府県及び国は、相談窓口の一元化、保健師とホームヘルパーに共通の活動拠点

の設置、関連施設の合築、連絡調整会議の設置、保健部局と福祉部局及び介護保険

部局間の人事交流の促進、組織の再編成等のうち、保健、医療、福祉のシステムの

構築に関する市町村及び都道府県の先駆的な取組について、事例の紹介又は情報の

提供を行う等により支援すること。 

三 次世代育成支援対策の総合的かつ計画的な推進 

都道府県及び市町村は、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成さ

れる環境の整備を図るため、保健部局、福祉部局等の関係部局間の連携を十分に図り

つつ、次世代育成支援対策を総合的かつ計画的に推進すること。 

四 高齢者対策及び介護保険制度の円滑な実施のための取組 
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住民のニーズに応じ、適切に高齢者対策を実施し、及び介護保険に係るサービス等

を提供するため、高齢者対策に係る取組及び介護保険制度の円滑な実施のための取組

が重要である。 

このため、市町村、都道府県等は、次のような取組を行うことが必要である。 

1 市町村においては、保健部局と高齢者対策に係る取組及び介護保険制度との連携

を密にとり、健康増進事業と介護保険事業とを有機的かつ連続的に運用すること。 

また、高齢者の生涯を通じた健康づくり対策、要介護状態等にならないための介

護予防対策及び自立支援対策を強化し、介護等を必要とする高齢者を早期に発見す

るとともに、必要な介護サービスを一体的に提供する地域包括ケアシステムづくり

を推進すること。 

2 都道府県においては、保健部局と関連部局、関係機関及び関係団体とが十分に連携

するとともに、市町村に対して、都道府県内の保健、医療、福祉サービスに関する

情報を提供すること。 

3 都道府県は、保健所において、市町村が高齢者対策に係る取組及び介護保険制度を

円滑に実施することができるように、市町村が行う介護保険事業計画の推進、サー

ビス資源等についての市町村間の広域的調整及び開発等に対して支援を行うこと。 

4 政令市及び特別区は、市町村として担うべき役割に加え、都道府県が設置する保健

所の担うべき役割のうち保健医療福祉情報の収集、分析及び提供等の役割も担うこ

と。 

五 精神障害者施策の総合的な取組 

1 精神障害者に係る保健、医療、福祉等関連施策の総合的かつ計画的な取組を促進す

ること。 

2 都道府県及び市町村並びに保健所は、精神障害者ができる限り地域で生活できる

ようにするため、居宅生活支援事業の普及を図るとともに、ケアマネジメントの手

法の活用の推進を検討すること。特に、条件が整えば退院可能とされる者の退院及

び社会復帰を目指すため、必要なサービスの整備及び資源の開発を行い、地域の保

健、医療、福祉関係機関の連携を進めること。 

3 都道府県及び市町村並びに保健所は、精神障害者及び家族のニーズに対応した多

様な相談体制及び支援体制を構築するとともに、当事者自身による相互支援活動等

を支援すること。 

4 都道府県及び市町村並びに保健所は、精神疾患及び精神障害者への正しい理解の

普及を推進するとともに地域住民の精神的健康の保持増進を推進すること。 

六 児童虐待防止対策に関する取組 

近年の児童虐待に関する問題の深刻化に伴い、保健所、市町村保健センター等にお

いても、児童相談所と十分な連携を取りつつ、以下のような取組を行うことが必要で

ある。 
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1 母子保健活動や地域の医療機関等との連携を通じて、妊産婦及び親子の健康問題、

家族の状況に係る問題等に関連した虐待発生のハイリスク要因を見逃さないよう

努め、こうした要因がある場合、保健師の家庭訪問等による積極的な支援を実施す

ること。また、関係機関による会議等において積極的な役割を果たすとともに、地

域組織活動の育成及び支援を行い、児童虐待の発生予防に向けた取組を行うこと。 

2 保健所、市町村保健センター等の職員が児童虐待が行われている疑いがある家庭

を発見した場合については、児童虐待への対応の中核機関である児童相談所又は福

祉事務所への通告を行った上で、市町村及び保健所は、当該事例への援助について

関係機関との連携及び協力を組織的に推進すること。 

第六 その他地域保健対策の推進に関する重要事項 

一 国民の健康づくり及びがん対策等の推進 

都道府県及び市町村並びに保健所は、健康増進法に基づき、国民の健康づくりを推

進するとともに、がん対策基本法(平成十八年法律第九十八号)、肝炎対策基本法(平成

二十一年法律第九十七号)及び歯科口腔保健の推進に関する法律(平成二十三年法律

第九十五号)に基づき、がん対策、肝炎対策及び歯科口腔
くう

保健の推進に関し、次のよう

な取組を行うことが必要である。 

1 都道府県は、地域における健康の増進に関する情報の収集を行うとともに、都道府

県健康増進計画の策定及び市町村健康増進計画の策定に対する支援を行う等の地

域診断の情報源となる健康指標の収集及び分析を行うこと。 

保健所は、管内における関係機関、関係団体等の連携を推進するための中核機関

としての役割を担うとともに、健康の増進に関する情報の収集、分析及び提供並び

に市町村に対する技術的支援や二次医療圏に合わせた計画策定等を通じ、管内の健

康づくりの取組の拠点としての役割を担うこと。 

市町村は、健康増進事業等の実施主体として、市町村健康増進計画を関係機関及

び関係団体並びに住民の参画を得て主体的に策定し、推進するよう努めること。そ

の際、当該市町村をその所管区域内に含む保健所と連携を図ること。また、市町村

健康増進計画の推進に当たっては、市町村の内部部局のみならず、保健衛生、精神

保健、労働衛生、福祉、環境、都市計画等の各部門の外部機関との連携及び協力を

強化すること。 

これらを行う場合、都道府県、保健所、市町村の保健衛生部局、医療機関、学校、

教育委員会、医療保険者、地域産業保健センター等の産業保健関係機関や、地域の

健康づくりに関係する NPO 等に係るソーシャルキャピタルの活用及び協力を強化

すること。 

2 地域のがん対策の推進に関し、都道府県及び市町村は、都道府県の策定する都道府

県がん対策推進計画に基づき、がんの予防及び早期発見の推進、がん医療の均てん

化の促進、研究の推進等のために必要な施策を講じること。 
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都道府県及び保健所は、健康増進法に基づき市町村が実施するがん検診が科学的

根拠に基づいたものとなるよう市町村との連携を強化するとともに、地域がん登録

の推進により地域のがん対策の現状を把握し、医療機関間の連携や在宅医療・介護

サービスとの連携を進めるため、地域の関係機関との連携を推進すること。 

3 地域の肝炎対策の推進に関し、都道府県及び市町村は、肝炎の予防及び早期発見の

推進、肝炎医療の均てん化の促進、研究の推進等のために必要な施策を講じること。 

都道府県は、市町村等が実施する肝炎ウイルス検査について、関係機関と連携し、

広報を強化するとともに、肝炎診療ネットワークの構築等の地域における肝炎医療

を提供する体制を確保すること。 

4 地域の歯科口腔保健の推進に関し、都道府県は、関係機関等と連携し、地域の状況

に応じた歯科口腔保健の基本的事項を策定するよう努めること。 

また、都道府県及び市町村は、保健所と連携して、歯科口腔保健に関する知識の

普及啓発、定期的に歯科検診(健康診査及び健康診断を含む。第六の一の 4 におい

て同じ。)を受けること等の勧奨、障害者等が定期的に歯科検診や保健指導を受け

るための施策、歯科疾患の予防のための措置、口腔の健康に関する調査及び研究の

推進等に関する施策を講じるとともに、都道府県、政令市及び特別区は、口腔保健

支援センターを設け、歯科医療等業務に従事する者等に対する情報提供、研修の実

施その他の支援を行うこと。 

二 生活衛生対策 

1 都道府県、政令市及び特別区は、生活衛生同業組合が理容業、美容業、クリーニン

グ業、飲食店営業等の分野の衛生及び経営に関する課題を共有して、地域社会にお

ける公衆衛生の向上を図る役割を有していることを踏まえ、新規営業者等に対して

生活衛生同業組合についての適切な情報提供を行う等、その機能や組織の活性化を

図ること。 

また、生活衛生関係営業については、地方公共団体間で監視指導状況に大きな格

差が生じている現状があり、監視指導の目標を設定する等、住民が安心できる体制

の確保を図ること。 

2 都道府県、政令市及び特別区は、生活衛生対策の中で特に、公衆浴場法(昭和二十

三年法律第百三十九号)に規定する浴場業及び旅館業法(昭和二十三年法律第百三

十八号)に規定する旅館業の営業者並びに建築物における衛生的環境の確保に関す

る法律(昭和四十五年法律第二十号)に規定する特定建築物の維持管理権原者に対

し、水質を汚染する病原生物(レジオネラ属菌等)に関する知識の普及、啓発を行う

とともに、施設の種別に応じ、病原生物の増殖を抑制するための具体的方法を指導

すること。また、病院、社会福祉施設等の特定建築物以外の建築物についても、そ

の維持管理権原者に対し、病原生物に関する知識の普及、啓発に努めるとともに、

維持管理に関する相談等に応じ、必要な指導等を行うこと。 
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さらに、住宅や建築物における室内空気汚染等による健康影響、いわゆるシック

ハウス症候群について、知識の普及、啓発を行うとともに、地域住民からの相談等

に応じ、必要な指導等を行うこと。 

三 食品安全対策 

1 都道府県、政令市及び特別区並びに保健所は、第二の一の 2の(一)の(2)ウ及び(二)

に掲げるところにより監視指導に係る業務を推進するほか、教育活動や広報活動を

通じた食品安全に関する正しい知識の普及、インターネットを利用した電子会議の

実施等を通じた食中毒等に関する情報の収集、整理、分析、提供及び共有、研究の

推進、食品安全に関する検査能力の向上、食品安全の向上に関わる人材の養成及び

資質の向上並びに国、他の都道府県等及び農林水産部局等関係部局との相互連携に

努めるとともに、リスクコミュニケーションの促進を図るため、積極的に施策の実

施状況を公表し、住民からの意見聴取及び施策への反映に努めること。 

2 都道府県、政令市及び特別区並びに保健所は、第二の一の 2の(一)の(6)及び(二)

に掲げるところにより健康危機管理機能を強化するとともに、近年広域化している

食中毒等飲食に起因する事故に対して、食中毒調査支援システム等を活用し、国、

他の都道府県等及び関係部局と連携を図り、必要に応じて実地調査を行う疫学の専

門家等の支援も得ながら、原因究明、被害拡大防止、再発防止対策等の一連の措置

を迅速かつ的確に行うことができるよう体制を整備すること。 

四 地域保健、学校保健及び産業保健の連携 

住民が地域又は職域を問わず、生涯を通じて共通の基盤に立った保健サービスを受

けられるようにするためには、地域保健、学校保健及び産業保健の連携が重要である。

また、健康寿命の延伸等を図るためには、地域における生涯を通じた健康づくりに対

する継続的な支援が必要である。そのためには、保健所及び市町村が中心となり、個

人の年齢、就業先などにより異なる保健事業者間の連携を図り、次のような事項を行

うことにより、継続的な健康管理の支援が可能となるような体制整備を図っていくこ

とが必要である。 

1 地域保健と産業保健の連携を推進するため、保健所、市町村等が、医療機関等、健

康保険組合、労働基準監督署、地域産業保健センター、事業者団体、商工会等の関

係団体等から構成する連携推進協議会を設置し、組織間の連携を推進すること。 

2 保健所及び市町村は、学校、地域の学校医等との連携を図る場である学校保健委員

会やより広域的な協議の場に可能な限り参画し、学校等との連携体制の強化に努め

ること。 

3 地域保健対策に関する計画の策定に当たっては、学校保健及び産業保健との連携

を図りつつ、整合性のとれた目標、行動計画を立て、それに基づき保健活動を推進

すること。 
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4 健康教育や健康相談等の保健事業及び施設や保健従事者への研修会などに関する

情報を共有するとともに、相互活用等の効率的な実施に配慮すること。 

五 地域における健康危機管理体制の確保 

地域住民が安心して暮らせるためには、地域における健康危機管理体制を確保する

ことが重要である。 

このため、国、都道府県及び市町村は、次のような取組を行うことが必要である。 

1 都道府県は、健康危機管理に際して、救急医療体制の整備、健康危機情報の収集、

分析及び提供等を行うこと。 

また、健康危機に関する事案の発生時に、市町村と有機的に連携した対応ができ

るよう、市町村と密接な連携体制を整えること。 

2 政令市及び特別区は、保健所等の関係機関及び都道府県との連携を図るほか、地方

衛生研究所等の充実等を図ることにより、検査機能の充実強化を図ること。 

また、政令市においては、本庁及び保健所等における健康危機管理に関する事務

分担が不明確であること又は本庁と保健所の持つ機能が不均衡であることがない

よう、平時より健康危機管理へ対応する体制整備を十分図ること。 

3 市町村は、健康危機情報を把握した場合には、法令に基づく対応を行うほか、住民

に最も身近な地方公共団体として、住民に対する健康被害予防のための情報の提供

に大きな役割を担うこと。 

4 政令市及び特別区を除く市町村は、都道府県の設置する保健所に対して、収集した

健康危機情報を速やかに伝達し、保健所長の法令に基づく指示、技術的助言及び支

援を受け、これらに基づく対応を行うこと。 

5 都道府県及び市町村は、複数の都道府県に及ぶ大規模災害の発生及び感染症のま

ん延に備えて、地方公共団体間で情報収集、情報提供、要支援者への支援等の保健

活動の連携体制を強化するとともに、国は、広域的な災害及び感染症のまん延に係

る保健活動に資する人材の育成を支援し、保健活動に携わる保健師等について、迅

速に派遣のあっせん・調整を行う仕組みを構築すること。 

6 新型インフルエンザ等対策については、新型インフルエンザ等対策特別措置法(平

成二十四年法律第三十一号)に基づき、新型インフルエンザ等の発生に備えた万全

の体制を確立するため、都道府県は、政府行動計画に基づき都道府県行動計画を、

市町村は、都道府県行動計画に基づき市町村行動計画を速やかに策定すること。保

健所及び地方衛生研究所は、当該行動計画を踏まえ、地域の保健医療の管理機関と

しての機能及び役割を果たすとともに、都道府県は、市町村への技術的支援などを

積極的に行うこと。 

六 地方衛生研究所の機能強化 

1 地方衛生研究所は、病原体や毒劇物についての迅速な検査及び疫学調査の機能の

強化を図るため、施設及び機器の整備、検査の精度管理の向上、感染症情報の管理
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等のためのシステムの活用、調査及び研究の充実並びに研修の実施等による人材の

育成、救命救急センター、他の地方衛生研究所、国立試験研究機関等との連携体制

の構築、休日及び夜間において適切な対応を行う体制の整備等を図ること。 

2 地方衛生研究所を設置する地方公共団体は、強毒性の新型インフルエンザ等の感

染症の発生や広域化する食中毒の発生等に備えたサーベイランス機能の強化や迅

速な検査体制の確立と検査精度の向上が求められていることを踏まえ、地域におけ

る科学的かつ技術的に中核となる機関として地方衛生研究所の機能の一層の充実

強化を図ること。 

七 地域住民との連携及び協力 

地域住民の多様なニーズにきめ細かく対応するため、公的サービスの提供とあいま

って、ソーシャルキャピタルを活用し、住民参画型の地域のボランティア等の活動や

地域の企業による活動が積極的に展開されることが重要である。 

このため、市町村、都道府県及び国は、啓発活動等を通じた地域保健活動に対する

住民の理解及び参画の促進並びに保健所、市町村保健センター等において連携又は協

力に努めること等により、これらの活動の支援に努めること。 

また、ソーシャルキャピタルは、健康危機が生じた場合に地域住民の心の支え合い

等に有効に機能することから、市町村、都道府県及び国は、健康づくり活動や行事等

の機会を通じて、ソーシャルキャピタルを醸成していく取組を推進することが必要で

ある。 
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地域における保健師の保健活動について 
 
 

地域における保健師の保健活動は、地域保健法（昭和 22 年法律第 101 号）

及び同法第 4 条第 1 項の規定に基づき策定された、「地域保健対策の推進に関

する基本的な指針」（平成 6 年厚生省告示第 374 号。以下「地域指針」という。）

により実施されてきたところであり、保健師は地域保健対策の主要な担い手と

して重要な役割を果たしてきた。 
また、「地域における保健師の保健活動について」（平成 15 年 10 月 10 日付

け健発第 1010003 号）等により、地域における保健師の保健活動の充実強化に

向けた取組を要請するとともに、保健師の保健活動に関し留意すべき事項や取

り組むべき方向性を示してきたところであるが、介護保険法の改正による地域

包括支援センターの設置等地域包括ケアシステムの推進、特定健康診査・特定

保健指導制度の導入、がん対策、自殺対策、肝炎対策、虐待防止対策等に関す

る法整備等、保健師の活動をめぐる状況は大きく変化してきた。 
こうした状況の変化も踏まえ、地域指針が大幅に改正され（平成 24 年厚生

労働省告示第 464 号）、多様化、高度化する国民のニーズに応えるため、ソー

シャルキャピタル（地域に根ざした信頼や社会規範、ネットワークといった社

会関係資本等）を活用した自助及び共助の支援を推進していくこと等が新たに

盛り込まれた。また、健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）に基づく新たな

「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」（平成 24 年厚

生労働省告示第 430 号。以下「健康日本 21（第二次）」という。）では、健康

寿命の延伸や健康格差の縮小の目標を達成するため、生活習慣病の発症予防に

加え、重症化予防の徹底、ライフステージに応じたこころ、次世代及び高齢者



                

の健康の推進等についての新たな方向性が盛り込まれた。 
以上のような背景の下、生活習慣病対策をはじめとして、保健、医療、福祉、

介護等の各分野及び関係機関、住民等との連携及び協働がますます重要となっ

てきている。さらに、地方分権の一層の進展により、地域において保健師が保

健活動を行うに当たっては、保健師の果たすべき役割を認識した上で、住民、

世帯及び地域の健康課題を主体的に捉えた活動を展開していくことが重要とな

っており、地域保健関連施策の担い手としての保健師の活動の在り方も大きく

変容しつつある。 
これまでの保健師の保健活動は、住民に対する直接的な保健サービスや福祉

サービス等（以下「保健サービス等」という。）の提供及び総合調整に重点を置

いて活動するとともに、地域保健関連施策の企画、立案、実施及び評価、総合

的な健康施策への積極的な関与を進めてきたが、今後はこれらの活動に加えて、

持続可能でかつ地域特性をいかした健康なまちづくり、災害対策等を推進する

ことが必要である。 
ついては、下記により地域における保健師の保健活動のさらなる推進が図ら

れるようお願いするとともに、別紙のとおり、都道府県及び市町村（特別区を

含む。）が留意すべき事項（「地域における保健師の保健活動に関する指針」）を

定めたので、御了知の上、その適切な運用に努められたい。各都道府県におい

ては、管内市町村（保健所設置市及び特別区を除く。）等に周知を図るとともに、

その円滑な実施について遺憾のないよう御指導願いたい。 
なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の 4 に規定

する技術的助言であることを申し添える。 
おって、「地域における保健師の保健活動について」（平成 15 年 10 月 10 日

付け健発第 1010003 号）及び「地域における保健師の保健活動について」（平

成 15 年 10 月 10 日付け健総発第 1010001 号）は廃止する。 
 
 

記 
 
 

１ 都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、保健師が地域の健康

課題を明らかにし、住民の健康の保持増進のため重要な役割を担うものであ

ることを踏まえ、地域保健関連施策の企画、立案、実施及び評価を行うこと

ができるような体制を整備すること。保健師の保健活動の実施に当たっては、

訪問指導、健康相談、健康教育、その他の直接的な保健サービス等の提供、



                

住民の主体的活動の支援、災害時支援、健康危機管理、関係機関とのネット

ワークづくり、包括的な保健、医療、福祉、介護等のシステムの構築等を実

施できるような体制を整備すること。その際、保健衛生部門においては、管

内をいくつかの地区に分けて担当保健師を配置し、保健師がその担当地区に

責任をもって活動する地区担当制の推進に努めること。また、各種保健医療

福祉に係る計画（健康増進計画、がん対策推進計画、医療費適正化計画、特

定健康診査等実施計画、母子保健計画、障害福祉計画、介護保険事業支援計

画又は介護保険事業計画、医療計画等）の策定等に保健師が十分に関わるこ

とができるような体制を整備すること。 
２ 都道府県及び市町村は、保健師の職務の重要性に鑑み、また、保健、医療、

福祉、介護等の総合的な施策の推進や住民サービス向上の観点から、保健師

の計画的かつ継続的な確保に努めること。なお、地方公共団体における保健

師の配置については、地方交付税の算定基礎となっていることに留意するこ

と。 
３ 都道府県及び市町村は、保健師が、住民に対する保健サービス等の総合的

な提供や、地域における保健、医療、福祉、介護等の包括的なシステムやネ

ットワークの構築とその具体的な運用において主要な役割を果たすものであ

ることに鑑み、保健、医療、福祉、介護等の関係部門に保健師を適切に配置

すること。加えて、保健師の保健活動を組織横断的に総合調整及び推進し、

技術的及び専門的側面から指導する役割を担う部署を保健衛生部門等に明確

に位置付け、保健師を配置するよう努めること。 
４ 都道府県及び市町村は、保健師が新たな健康課題や多様化、高度化する住

民のニーズに的確に対応するとともに、効果的な保健活動を展開するために、

常に資質の向上を図る必要があることから、保健師の現任教育（研修（執務

を通じての研修を含む。）、自己啓発の奨励、人材育成の観点から計画的な人

事異動その他の手段による教育をいう。以下同じ。）については、「地方自治・

新時代における人材育成基本方針策定指針について」（平成 9 年 11 月 28 日

付け自治能第 78 号）に基づき、各地方公共団体において策定した人材育成

指針により、体系的に実施すること。また、特に新任期の保健師については、

「新人看護職員研修ガイドライン～保健師編～」（平成 23 年 2 月厚生労働省）

に基づき、各地方公共団体において研修体制を整備すること。なお、現任教

育については、日々進展する保健、医療、福祉、介護等に関する知識及び技

術、連携及び調整に係る能力、行政運営や評価に関する能力を養成するよう

努めること。 
 



                

別紙 
地域における保健師の保健活動に関する指針 

 
 
 
第一 保健師の保健活動の基本的な方向性 

保健師は、個人及び地域全体の健康の保持増進及び疾病の予防を図るため、

所属する組織や部署にかかわらず、以下の事項について留意の上、保健活動

を行うこと。 
（１）地域診断に基づくＰＤＣＡサイクルの実施 

保健師は、地区活動、保健サービス等の提供、また、調査研究、統計情

報等に基づき、住民の健康状態や生活環境の実態を把握し、健康問題を

構成する要素を分析して、地域において取り組むべき健康課題を明らか

にすること（以下「地域診断」という。）により、その健康課題の優先度

を判断すること。また、ＰＤＣＡサイクル（plan-do-check-act cycle）に

基づき地域保健関連施策の展開及びその評価を行うこと。 
（２）個別課題から地域課題への視点及び活動の展開 

保健師は、個々の住民の健康問題の把握にとどまらず、地域特性を踏ま

えて集団に共通する地域の健康課題や地域保健関連施策を総合的に捉え

る視点を持って活動すること。また、健康課題の解決に向けて住民や組織

同士をつなぎ、自助及び共助など住民の主体的な行動を促進し、そのよう

な住民主体の取組が地域において持続するよう支援すること。 
（３）予防的介入の重視 

保健師は、あらゆる年代の住民を対象に生活習慣病等の疾病の発症予防

や重症化予防を徹底することで、要医療や要介護状態になることを防止す

るとともに、虐待などに関連する潜在的な健康問題を予見して、住民に対

し必要な情報の提供や早期介入等を行うこと。 
（４）地区活動に立脚した活動の強化 

保健師は、住民が健康で質の高い生活を送ることを支援するために、訪

問指導、健康相談、健康教育及び地区組織等の育成等を通じて積極的に地

域に出向き、地区活動により、住民の生活の実態や健康問題の背景にある

要因を把握すること。また、地区活動を通じてソーシャルキャピタルの醸

成を図り、それらを活用して住民と協働し、住民の自助及び共助を支援し

て主体的かつ継続的な健康づくりを推進すること。 
（５）地区担当制の推進 



                

保健師は、分野横断的に担当地区を決めて保健活動を行う地区担当制等

の体制の下、住民、世帯及び地域全体の健康課題を把握し、世帯や地域の

健康課題に横断的・包括的に関わり、地域の実情に応じた必要な支援をコ

ーディネートするなど、担当する地区に責任をもった保健活動を推進する

こと。 
（６）地域特性に応じた健康なまちづくりの推進 

保健師は、ライフサイクルを通じた健康づくりを支援するため、ソーシ

ャルキャピタルを醸成し、学校や企業等の関係機関との幅広い連携を図り

つつ、社会環境の改善に取り組むなど、地域特性に応じた健康なまちづく

りを推進すること。 
（７）部署横断的な保健活動の連携及び協働 

保健師は、相互に連携を図るとともに、他職種の職員、関係機関、住民

等と連携及び協働して保健活動を行うこと。また、必要に応じて部門や部

署を越えて課題等を共有し、健康課題の解決に向けて共に検討するなど、

部署横断的に連携し協働すること。 
（８）地域のケアシステムの構築 

保健師は、健康問題を有する住民が、その地域で生活を継続できるよう、

保健、医療、福祉、介護等の各種サービスの総合的な調整を行い、また、

不足しているサービスの開発を行うなど、地域のケアシステムの構築に努

めること。 
（９）各種保健医療福祉計画の策定及び実施 

保健師は、地域の健康課題を解決するために、住民、関係者及び関係機

関等と協働して各種保健医療福祉計画（健康増進計画、がん対策推進計画、

医療費適正化計画、特定健康診査等実施計画、母子保健計画、障害福祉計

画、介護保険事業支援計画又は介護保険事業計画、医療計画等をいう。以

下同じ。）を策定するとともに、それらの計画が適切かつ効果的に実施さ

れるよう各種保健医療福祉計画の進行管理及び評価を関係者及び関係機

関等と協働して行うこと。 
（10）人材育成 

保健師は、これらの活動を適切に行うために、主体的に自己啓発に努め、

最新の保健、医療、福祉、介護等に関する知識及び技術を習得するととも

に、連携、調整や行政運営に関する能力及び保健、医療、福祉及び介護の

人材育成に関する能力を習得すること。 
 
第二 活動領域に応じた保健活動の推進 



                

保健師は、所属組織や部署に応じて、以下の事項について留意の上、保健

活動を行うこと。なお、地方公共団体ごとに組織体制等は様々であるため、

各地域や組織の実情を踏まえた保健活動を実施すること。 
１ 都道府県保健所等 

都道府県保健所等に所属する保健師は、所属内の他職種と協働し、管内

市町村及び医療機関等の協力を得て広域的に健康課題を把握し、その解決

に取り組むこと。また、生活習慣病対策、精神保健福祉対策、自殺予防対

策、難病対策、結核・感染症対策、エイズ対策、肝炎対策、母子保健対策、

虐待防止対策等において広域的、専門的な保健サービス等を提供するほか、

災害を含めた健康危機への迅速かつ的確な対応が可能になるような体制づ

くりを行い、新たな健康課題に対して、先駆的な保健活動を実施し、その

事業化及び普及を図ること。加えて、生活衛生及び食品衛生対策について

も、関連する健康課題の解決を図り、医療施設等に対する指導等を行うこ

と。さらに、地域の健康情報の収集、分析及び提供を行うとともに調査研

究を実施して、各種保健医療福祉計画の策定に参画し、広域的に関係機関

との調整を図りながら、管内市町村と重層的な連携体制を構築しつつ、保

健、医療、福祉、介護等の包括的なシステムの構築に努め、ソーシャルキ

ャピタルを活用した健康づくりの推進を図ること。市町村に対しては、広

域的及び専門的な立場から、技術的な助言、支援及び連絡調整を積極的に

行うよう努めること。 
（１）実態把握及び健康課題の明確化 

地域診断を実施し、地域において取り組むべき健康課題を明らかにす

るとともに、各種情報や健康課題を市町村と共有すること。 
（２）保健医療福祉計画策定及び施策化              

地域診断により明らかとなった地域の健康課題に取り組むために、目

標の設定、保健事業の選定及び保健活動の方法等についての検討を行い、

各種保健医療福祉計画を策定するとともに、これらの計画に盛り込まれ

た施策を事業化するための企画、立案、予算の確保を行い、保健活動の

実施体制を整えること。また、都道府県及び市町村が策定する各種計画

の策定に参画又は協力すること。 
（３）保健サービス等の提供 

地域の各種保健医療福祉計画に基づき、訪問指導、健康相談、健康教

育、地区組織活動の育成及び支援等の活動方法を適切に用いて、ソーシ

ャルキャピタルの醸成・活用を図りながら、保健サービス等を提供する

こと。 



                

ア 市町村及び関係機関と協力して住民の健康の保持増進に取り組み、

生活習慣病の発症及び重症化を予防すること。 
イ 精神障害、難病、結核・感染症、エイズ、肝炎、母子保健、虐待等

多様かつ複雑な問題を抱える住民に対して、広域的かつ専門的な各種

保健サービス等を提供すること。 
ウ 災害対応を含む健康危機管理に関して、適切かつ迅速な対応を行う

ことができるよう、平常時から体制を整えるとともに、健康危機の発

生時には、関係職員と十分に連携を図り、協働して保健活動を行うこ

と。また、災害発生時においては、市町村の被災者健康管理等に関す

る支援・調整を行うこと。 
エ 生活困窮者等に対し、社会経済状況の違いによる健康状態の差が生

じないよう健康管理支援を行うこと。 
オ ソーシャルキャピタルを広域的に醸成し、その活用を図るとともに、

ソーシャルキャピタルの核となる人材の育成に努めること。 
カ 生活衛生及び食品衛生に関わる健康問題に対して、他の専門職員等

と十分に連携を図り、協働して保健活動を行うこと。 
（４）連携及び調整 

管内における保健、医療、福祉、環境、教育、労働衛生等の関係機関

及び関係者の広域的な連携を図るために、所属内の他の職員と協働して

協議会等を開催し、その運営を行うこと。また、管内の市町村間の連絡、

調整を行うこと。 
ア 管内市町村の健康施策全体の連絡、調整に関する協議会等の運営を

行うこと。 
イ 精神障害、難病、結核・感染症、エイズ等の地域のケアシステムを

構築するための協議会を運営し活用すること。 
ウ 市町村の規模により、市町村単独では組織化が困難な健康増進、保

健医療、高齢者福祉、母子保健福祉、虐待防止、障害福祉等に関する

ネットワークを構築すること。 
エ 関係機関で構成される協議会等を通じて、職域保健、学校保健等と

連携及び協働すること。 
オ 保健衛生部門等の保健師は、保健師の保健活動を総合調整及び推進

し、技術的及び専門的側面から指導を行うこと。 
カ 保健師等の学生実習の効果的な実施に努めること。 

（５）研修（執務を通じての研修を含む。） 
市町村及び保健、医療、福祉、介護等に従事する者に対する研修を所



                

属内の他の職員等と協働して企画及び実施すること。 
（６）評価 

保健所等が行った保健活動について、所属内の他の職員とともに、政

策評価、事業評価を行い、保健活動の効果を検証し、必要に応じて保健

事業等や施策に反映させること。 
 

２ 市町村 
市町村に所属する保健師は、市町村が住民の健康の保持増進を目的とす

る基礎的な役割を果たす地方公共団体と位置づけられ、住民の身近な健康

問題に取り組むこととされていることから、健康増進、高齢者医療福祉、

母子保健、児童福祉、精神保健福祉、障害福祉、女性保護等の各分野に係

る保健サービス等を関係者と協働して企画及び立案し、提供するとともに、

その評価を行うこと。その際、管内をいくつかの地区に分けて担当し、担

当地区に責任を持って活動する地区担当制の推進に努めること。また、市

町村が保険者として行う特定健康診査、特定保健指導、介護保険事業等に

取り組むこと。併せて、住民の参画及び関係機関等との連携の下に、地域

特性を反映した各種保健医療福祉計画を策定し、当該計画に基づいた保健

事業等を実施すること。さらに、各種保健医療福祉計画の策定にとどまら

ず、防災計画、障害者プラン及びまちづくり計画等の策定に参画し、施策

に結びつく活動を行うとともに、保健、医療、福祉、介護等と連携及び調

整し、地域のケアシステムの構築を図ること。 
（１）実態把握及び健康課題の明確化 

地域診断を実施し、市町村において取り組むべき健康課題を明らかに

するとともに、各種情報や健康課題を住民と共有するよう努めること。 
（２）保健医療福祉計画策定及び施策化 

地域診断により明らかとなった市町村における健康課題に取り組むた

めに、目標の設定、保健事業の選定及び保健活動の方法についての検討

を行い、各種保健医療福祉計画を策定すること。これらの計画に盛りこ

まれた施策を事業化するための企画、立案、予算の確保を行い、保健活

動の実施体制を整えること。 
（３）保健サービス等の提供 

市町村の各種保健医療福祉計画に基づき、ソーシャルキャピタルの醸

成・活用を図りながら、訪問指導、健康相談、健康教育、地区組織活動

の育成及び支援等の活動方法を適切に用いて、保健サービス等を提供す

ること。 



                

ア 住民の身近な相談者として、総合相談（多様化している保健、医療

及び福祉等に関するニーズに対応する総合的な相談事業をいう。）及び

地区活動を実施し、また、住民の主体的な健康づくりを支援すること。  
イ 生活習慣病の発症及び重症化を予防するため、一次予防に重点をお

いた保健活動を実施するとともに、地域の健康課題に応じて、適切な

対象者に対し、効果的な健康診査及び保健指導を実施すること。 
ウ 介護予防、高齢者医療福祉、母子保健、児童福祉、精神保健福祉、

障害福祉、女性保護等の各種対策に関する保健サービス等を提供する

こと。また、適切な受療に関する指導を行うこと。 
エ ソーシャルキャピタルを活用した事業の展開及びその核となる人

材の育成に努め、地区住民組織、ボランティア組織及び自助グループ

等の育成及び支援を行うとともに、これらとの協働を推進すること。 
オ 災害対応を含む健康危機管理に関して、平常時からの保健所との連

携の下、適切な対応を行うこと。また、災害を含む健康危機の発生時

には、平常時の地区活動等により把握した住民や地域の実態を踏まえ

て、住民の健康管理等の支援活動を実施すること。 
カ 生活困窮者等に対し、社会経済状況の違いによる健康状態の差が生

じないよう健康管理支援を行うこと。 
（４）連携及び調整 

保健所や当該市町村の保健、医療、医療保険、福祉、環境、教育、労

働衛生等の関係者、関係部局及び関係機関との連携を密にし、総合的な

調整を図り、効果的な保健活動を展開すること。 
ア 高齢者医療福祉（認知症を含む。）、母子保健、児童福祉、精神保健

福祉、障害福祉、女性保護等に関するネットワークや地域のケアシス

テムの構築を図ること｡ 
イ 健康増進を推進するための健康づくり推進協議会等を運営及び活用

すること。その際、ソーシャルキャピタルの核である人材の参画を得

て、地域の健康課題を共有しながら地域保健関連対策を一体的に推進

すること。 
ウ 保健所との連携の下に、職域保健及び学校保健等と連携した保健活

動を行うこと｡ 
エ 保健衛生部門、国民健康保険部門及び介護保険部門においては、各

部門が保有するデータ等を含め密接な連携を図り、効果的に住民の健

康増進、生活習慣病予防、介護予防等に取り組むこと。 
オ 保健師等の学生実習の効果的な実施に努めること。 



                

（５）評価 
保健活動について、他の職員とともに、政策評価、事業評価を行い、

保健事業の効果を検証し、必要に応じて保健活動や施策に反映させるこ

と。 
 
３ 保健所設置市及び特別区 

保健所設置市及び特別区に所属する保健師は、上記１及び２の活動を併

せて行うこと（都道府県保健所等の機能のうち、市町村との関係に関する

部分を除く。）。 
 
４ 都道府県、保健所設置市、特別区及び市町村の本庁 

都道府県、保健所設置市、特別区及び市町村の本庁の保健衛生部門等に

配置された保健師は、保健所、市町村等の保健活動に対して技術的及び専

門的側面からの指導及び支援を行うとともに、当該地方公共団体の地域保

健関連施策の企画、調整及び評価を行うこと。 
（１）保健活動の総合調整及び支援を行うこと。 

ア 保健師の保健活動の総合調整等を担う部署に配置された保健師は、

住民の健康の保持増進を図るための様々な活動等を効果的に推進する

ため、保健師の保健活動を組織横断的に総合調整及び推進し、人材育

成や技術面での指導及び調整を行うなど統括的な役割を担うこと。 
イ 保健師の保健活動の方向性について検討すること。 
ウ 保健師等の学生実習に関する調整及び支援を行うこと。 

（２）保健師の計画的な人材確保を行い、資質の向上を図ること。 
ア 保健師の需給計画の策定を行うこと。 
イ 地方公共団体の人材育成指針に基づき、職場内研修、職場外研修、

人材育成の観点から異なる部門への人事異動、都道府県と市町村（保

健所設置市、特別区を含む。）間等の人事交流及び自己啓発を盛り込ん

だ保健師の現任教育体系を構築し、研修等を企画及び実施すること。 
ウ 現任教育の実施に当たり、地方公共団体の人事担当部門、研究機関、

大学等の教育機関等との連携を図り、効果的及び効率的な現任教育を

実施すること。 
（３）保健師の保健活動に関する調査及び研究を行うこと。 
（４）事業計画の策定、事業の企画及び立案、予算の確保、事業の評価等を

行うこと。 
（５）所属する部署内の連絡及び調整を行うとともに、高齢者保健福祉、母



                

子保健福祉、障害者保健福祉、医療保険、学校保健、職域保健、医療分

野等の関係部門及び関係機関とのデータ等を含め密接な連携及び調整を

行うこと。 
（６）災害時を含む健康危機管理における保健活動の連絡及び調整を行うこ

と。また、保健師を被災地へ派遣する際の手続き等についてあらかじめ

定めておくこと。  
（７）国や都道府県等の保健活動に関する情報を関係機関及び施設に提供す

ること。 
（８）国民健康保険団体連合会や看護職能団体等の関係団体との連携及び調

整を行うこと。 
（９）国や地方公共団体の保健活動の推進のため、積極的な広報活動を行う

こと。 
（10）その他、当該地方公共団体の計画策定及び政策の企画及び立案に参画

すること。 
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Ⅰ はじめに

近年、地域保健を取り巻く状況が大きく変化してきたことから、「地域保健対策の推進に関

する基本的な指針」（平成６年厚生省告示第 374 号）が大幅に改正（平成 24 年７月）されると

ともに、地域における保健師の保健活動の留意事項等を示した「地域における保健師の保健活

動について」（平成 15 年 10 月 10 日付け健発第 1010003 号。以下「保健活動通知」という。）

においても大幅に内容が見直された（平成 25 年４月）ところである。その中で、地域保健対

策の主要な担い手である地方公共団体（以下「自治体」という。）に所属する保健師において、

保健、医療、福祉、介護等に関する最新の専門的な知識及び技術、連携・調整に係る能力、行

政運営や評価に関する能力を養成することは自治体の保健福祉施策の推進において重要であ

ることが示されており、各自治体には人事評価制度や人材育成基本方針1に沿って、保健師の体

系的な人材育成を図っていくことが求められている。

また、現在、国や自治体等が実施している保健師の研修が必ずしも系統的に行われていない

こと等が課題とされており、このような課題を解決するため、本検討会は平成 26 年５月から

５回にわたり検討を重ね、平成 26 年 12 月に中間とりまとめを行い、保健師の研修等に係る現

状と課題を整理した。

その後、中間とりまとめに示された対応の方向性に沿って、更なる研修の実態把握や、保健

師に必要な能力の整理、研修体制構築の推進や関係機関等との連携のあり方等について、厚生

労働科学研究の成果等を活用し、また関係機関の協力も得て検討を進めてきた。本最終とりま

とめは、その検討の結果をまとめたものである。検討過程において、保健師の専門的な知識・

技術や行政運営能力等を向上するためには、研修に加え、組織の人材育成計画に沿ったジョブ

ローテーション2等の方法も有効であり、組織的な人材育成の推進が重要であることが確認され

た。

本最終とりまとめは研修のあり方にとどまらず、ジョブローテーションやその他の推進方策

を含めた自治体保健師の人材育成の推進に関する検討成果をとりまとめたものであり、その趣

旨を踏まえ、「自治体保健師の人材育成体制構築の推進に向けて」を副題とした。

Ⅱ 体系的な研修体制の構築

１．自治体保健師に求められる能力について

（１）「自治体保健師の標準的なキャリアラダー3」による能力の整理

１）基本的な考え方

保健師免許取得までの教育背景や、自治体に保健師として就職するまでの職務経験が多

様化する中で、保健師の能力は経験年数に応じて一様ではないことから、保健師の人材育成

において、各保健師の能力の獲得状況を的確に把握するためには、能力の成長過程を段階別

に整理したキャリアラダーが必要である。本検討会では、厚生労働科学研究4において作成

されたキャリアラダーを基に検討を行い、自治体保健師の標準的なキャリアラダーを作成し

た。（別紙「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」を参照）

なお、本検討会で示すキャリアラダーは、自治体保健師に概ね共通して求められる標準

1 「地方自治体・新時代に対応した地方公共団体の行政改革推進のための指針」（平成９年 11 月 14 日 自治省）に基づき、

全ての自治体において人材育成基本方針が策定されることとなっている。また、改正地方公務員法（平成 26 年公布）におい

て、全ての自治体に人事評価制度の導入が義務づけられた事に伴い、平成 28 年４月の施行に向けて準備が進められている。
2 人材育成の手法である OJT（on the job training：職場内教育）の一環として職員の能力開発のために、定期的かつ計画的

に部署や職場の異動を行う人事異動のこと。
3 それぞれの職務内容や必要なスキルを明確にし、下位職から上位職へはしごを昇るように移行できるキャリア向上の道筋と

そのための能力開発の機会を提供する仕組み。
4 平成 26～27 年度厚生労働科学研究費補助金「地域保健に従事する人材の計画的育成に関する研究」（研究代表者：奥田博子）
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的な能力を整理したものである。各自治体の保健師の人材育成において本キャリアラダーを

活用するに当たっては、各自治体が自組織の保健師の年齢構成や職務範囲等を踏まえて、本

キャリアラダーに示された保健師に求める能力を実際の保健師業務に対応させるなどによ

り、詳細かつ具体的に検討した上で、自治体独自の保健師のキャリアラダーを作成すること

が必要である。

２）枠組み

本キャリアラダーでは、保健師の活動領域ごとに類型化し、各領域において求められる

能力をレベル別に整理して示した。

保健師の専門的能力について５段階（キャリアレベル１～５）に分け、「専門的能力に係

るキャリアラダー」を作成した。従来の自治体保健師の人材育成においては、主として経験

年数に応じて「新任期」「中堅期」「管理期」に区分することが多かったが、本キャリアラダ

ーでは、能力の成長過程を段階的に区分した。また、課長や部長など管理職に就く保健師が

増加傾向にあることから、管理職の保健師に求められる能力を明確にするため、「管理職保

健師に向けた能力に係るキャリアラダー」を別途示した。なお、管理職一般に求められる能

力は、当該キャリアラダーに含んでいない。

各自治体においてこれらのキャリアラダーを活用して人材育成体系を構築するに当たっ

ては、「専門的能力に係るキャリアラダー」はすべての保健師に適用されるものである一方

で、「管理職保健師に向けた能力に係るキャリアラダー」は専門的能力に係るキャリアレベ

ルが一定程度積み上げられた者に適用されるものであることに留意が必要である。

キャリアレベルの定義

◆「専門的能力に係るキャリアラダー」におけるキャリアレベル１～５の定義は「所属組織における役

割」、「責任を持つ業務の範囲」、「専門技術の到達レベル」の３項目で示した。

◆「管理職保健師に向けた能力に係るキャリアラダー」ではキャリアレベルを４段階に区分し、各レベ

ルに相当する職位で示した。「係長級」、「課長級」、「部局長級」の他、係長級の前段階として「係長級

への準備段階」に必要な能力についても併せて示した。

保健師の活動領域

◆「専門的能力に係るキャリアラダー」では、保健師が実践する活動5を６つの領域に分け

（1.対人支援活動、2.地域支援活動、3.事業化・施策化のための活動、4.健康危機管理に関する活動、

5.管理的活動、6.保健師の活動基盤）、各領域において求められる能力を整理して示した。

◆「管理職保健師に向けた能力に係るキャリアラダー」では、管理的活動の３項目（1.政策策定と評価、

2.危機管理、3.人事管理）について、求められる能力を示した。

5 「保健活動通知」において保健師の保健活動の方向性が示された。これまでの保健師の保健活動は、住民に対する直接的な

保健サービスや福祉サービス等の提供及び総合調整に重点を置いて活動するとともに、地域保健関連施策の企画、立案、実施

及び評価、総合的な健康施策への積極的な関与を進めてきたが、今後はこれらの活動に加えて、継続可能でかつ地域特性をい

かした健康なまちづくり、災害対策等を推進することが必要である、としている。
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（２）統括的な役割を担う保健師に求められる能力とその育成

１）統括的な役割を担う保健師に求められる能力

統括的な役割を担う保健師（以下、「統括保健師」という。）は、保健活動通知に「保健

師の保健活動を組織横断的に総合調整及び推進し、技術的及び専門的側面から指導する役割

を担う部署を保健衛生部門等に明確に位置付け、保健師を配置するよう努めること。」と明

記されている。これを受けて、自治体ではその重要性が認知され、配置が進みつつある。統

括保健師の配置と継続的な確保に向け、今後、各自治体でこのような役割を担う保健師をど

のように育てていくかが重要な課題である。

統括保健師の育成のためには、その役割と求められる能力を明らかにすることが必要で

ある。統括保健師の役割については、保健活動通知に示されており、以下の３点にまとめる

ことができる。

 保健師の保健活動の組織横断的な総合調整及び推進

 技術的及び専門的側面からの指導及び調整

 人材育成の推進

すでに自治体に配置されている統括保健師は、上記に加えて関連する多様な役割を担っ

ている6が、本検討会では保健活動通知に示された基本的な役割に基づき、統括保健師に共

通して求められる能力を整理した(下記参照)。統括保健師が多様な役割を担っている場合は、

当然のことながらその役割に応じた能力が求められることから、各自治体で統括保健師の育

成を行うに当たっては、まず自組織の統括保健師の役割の範囲と求められる能力を確認する

ことが必要である。

【統括的な役割を担う保健師に求められる能力】

 組織横断的な調整や交渉を行い、保健活動を総合的に推進する能力

 各部署に配置されている保健師の活動の全容を把握し、健康危機発生時も含め、地域全体の健康

課題の明確化や保健活動の優先度の判断、評価の実施を牽引できる。

 保健、医療、福祉、介護等の多様な分野の組織内での合意形成を図るとともに、組織内外関係者

とのネットワーク及び効果的な協働体制を構築することができる。

 保健師としての専門的知識・技術について指導する能力

 社会の変化や情勢に応じて専門的知識や技術を常に更新し、実践すると共に、各組織において求

められる役割を保健師に示し、直接または適切な指導者を介して指導を行うことができる。

 保健活動の優先度を勘案し、事業の企画や再編、予算確保等について指導・助言できる。

 組織目標等に基づき保健師の人材育成体制を整備する能力

 組織目標や地域保健施策の展望等を踏まえた保健師の人材確保や採用、ジョブローテーションを

含めた配置、人材育成に関する提言ができる。

 組織全体の保健師の人材育成計画を立案し、組織内での理解・共有を図り、実施体制を整備する

ことができる。

 指導的立場にある保健師の指導力向上のための支援を行うことができる。

6 全国保健師長会『「地域における保健師の保健活動に関する指針」の活用状況に係る調査(平成 27 年６月)』より

すでに自治体に配置されている統括保健師は、保健師連絡会議の開催、地域診断を通した健康課題の把握、地域包括ケア推

進のための組織内外との連携・調整、ジョブローテーションの調整、人材育成推進のための組織環境整備等の様々な役割を担

っている。

公益社団法人日本看護協会「平成 26 年度保健師の活動基盤に関する基礎調査」より

既に自治体に配置されている統括保健師は、部署や組織を越えた対応・連絡調整や連携、組織内の全保健師の人材育成に係

る統括、地域保健活動に係る技術的・専門的な助言等の役割を担っている。
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２）統括的な役割を担う保健師の育成

前述のとおり、統括保健師については保健活動通知に明記されており、各自治体がその

必要性や重要性を再確認し、統括保健師の育成を一層推進することが期待される。すでに自

治体に配置されている統括保健師は、様々な部署での業務経験等を通じて段階的に能力を獲

得していた7。統括保健師の育成のためには、研修に加えて多様な業務経験等を通じた能力

の獲得ができるよう、ジョブローテーションによる OJT と研修を組み合わせた早期からの計

画的な人材育成が求められる。

また、統括保健師の育成の過程において、統括保健師となる保健師がその役割や重要性

を十分に理解し、主体的に能力の獲得に取り組み、自覚を持つことができるよう、上司や先

輩保健師からのサポートも重要である。さらに、統括保健師がその役割を十分に果たすため

には、統括保健師を補佐する保健師を位置づけることが有用であり、次世代の統括保健師の

育成にもつながることから、その確保が望まれる。

２．体系的な研修体制構築の推進

（１）組織全体で取り組む人材育成

保健師に対する効果的なジョブローテーションも含めた人材育成の仕組みを構築するに

当たっては、人事部門とも連携しながら進めることが不可欠である。地方公務員法改正に伴

い、全ての自治体で人事評価制度の導入が進められているところである。人事部門では人事

評価で用いる標準職務遂行能力など、適切な評価指標の作成を課題としており、保健師の人

材育成における評価指標への関心は高い8。また、「地方自治体・新時代に対応した地方公共

団体の行政改革推進のための指針」（平成９年 11 月 14 日 自治省）に基づき、全ての自治

体において人材育成基本方針が策定されることとなっている。

こうした状況を踏まえ、自治体組織として効果的な保健師の人材育成体制を構築するため

には、まず保健師間で、目指すべき保健師像や人材育成の方針、体制等について議論を重ね、

保健師の人材育成指針を定め、共通理解を図ることが必要である。その上で、自治体全体の

人材育成を体系化する役割を持つ人事部門と共に検討する場を設け、保健師に求められる能

力の評価指標を協働して策定するなど、各自治体の人材育成基本方針に体系づけられた保健

師の人材育成について組織的に推進することが重要である。その際、人事部門等の自治体内

の部署に加え、看護系大学等の自治体外部の関係機関の参画により、多角的な検討の場を設

けることも有用である。

（２）キャリアパス9を活用した体系的な人材育成体制構築の推進

保健師が地域保健における課題を解決する能力を高めるためには、研修のみでなく様々

な業務経験が重要である。能力に応じた職位や部署に配置し、多様な職場における指導等を

通して能力を積み上げていけるようジョブローテーションによる OJT と研修を組み合わせ

た人材育成の仕組みの構築が必要であり、能力を積み上げる道筋をキャリアパス等として示

7 全国保健師長会『「地域における保健師の保健活動に関する指針」の活用状況に係る調査（平成 27 年６月）』より
8 平成 27 年度地域保健総合推進事業「保健師活動指針の活用に係る事例の収集」より

人事部門では各専門職の専門性向上に特化した人材育成体系はなく、専門的な研修は各所属部署において取り組むものと認

識されており、保健師についても、保健所で実施されている研修が人事部門に認識されていなかったり、人事異動が必ずしも

専門性向上の観点から行われていないといった状況もあった。
9 ある職位や職務に就任するために必要な一連の業務経験とその順序、配置異動のルート。保健師に当てはめると、保健師の

キャリアラダーに示された能力をどのような業務経験の中で体得し、どのような研修を受講して身に付け、それをどのような

部署で発揮し、次にどのような業務や職位をたどっていくのかを可視化したもの。
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し、可視化することが重要である。研修やジョブローテーション等を経て、キャリアラダー

に示された能力を獲得していくとどのような場で能力を活かすことができるのか示される

ことにより、現場での実践能力を高めてさらに専門性を発揮していきたいと考える保健師に

とっても、目的意識の明確化や一層の意欲向上につながるなど、より効果的に人材育成を推

進することができると考えられる。

キャリアパス等の構築に当たっては、人事部門との連携が不可欠である。ジョブローテ

ーションや研修と連動したキャリアパスを作成した自治体の例をみると、キャリアパス作成

のはじめの段階から、当事者である保健師と人事部門が協議・調整し、方針を共有した上で、

自治体の人材育成方針との整合を図り、ジョブローテーションや研修と連動するキャリアパ

スを作成し、その結果、保健師の人材育成体制が構築されていた。このような事例を参考に、

各自治体において、人事部門をはじめとする保健師の人材育成に関係する部署が連携し、キ

ャリアパスを作成するプロセス等を通して、保健師の体系的な人材育成の必要性の理解や体

制構築が推進されることが期待される。

【ジョブローテーションや研修と連動したキャリアパスを作成した自治体におけるキャリ

アパス構築のプロセス】

1. 人材育成の重要性及びキャリアパスの必要性について保健師間で理解し共有する。

2. 人事部門に保健師のキャリアパスを作成することを説明し、自らの自治体の人材育成方針に沿

ったものであることを確認する。

3. 保健師業務を組織横断的に整理し、保健師業務における重点課題や優先業務をまとめる。

4. 保健師業務における重点課題や優先業務を勘案し、自らの自治体の人材育成方針と整合性のあ

る保健師の人材育成方針を作成する。

5. 保健師のあるべき業務体制と人材育成方針を踏まえ、効果的なジョブローテーションと研修を

勘案してキャリアパス原案を作成する。

6. 各保健師の所属長に保健師業務の重点課題や優先業務、あるべき体制、人材育成方針と併せて

キャリアパス原案を説明し、意見を聞く。

7. キャリアパスを人事部門と協議の上、決定し、自治体組織として共有するとともに保健師全体

に周知する。

自治体組織においてキャリアパスを活用して人材育成を効果的に推進するためには、キャリ

アパスの意義やメリットについて組織内の全ての保健師が理解し、自らのキャリアパスに反映

させるとともに、人事部門等も含めた組織的な合意形成が不可欠である。

キャリアパスは保健師の業務内容や配置計画、人材育成方針等と密接に関連しており、自治

体の個々の状況により異なるものである。キャリアパスの構築に当たっては、各自治体の実情

を踏まえた検討が行われるべきであり、各自治体において、本最終とりまとめや厚生労働科学

研究報告書、先行自治体の取組事例等10を参照し、検討が進められることが期待される。

（３）個別性に着目した人材育成の推進

１）「人材育成支援シート」の活用

①「人材育成支援シート」の活用により期待される効果

中間とりまとめにおいて、保健師免許取得までの教育背景の多様化等により新任期の

10 最終とりまとめ「資料編」６～７頁参照。
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保健師については個別性にも着目した人材育成のあり方の検討が必要であることが示さ

れたが、新任期に限らず各保健師の基本的能力の習得状況を確認しつつ、個別性に着目

した人材育成を行うことは重要である。

個別性に着目した人材育成を推進するためには、個々の保健師の業務経験や研修受講

履歴等を記録し、それらを通して獲得した能力等を自ら確認すると共に、その内容を上

司との面談等において共有し、人材育成計画に反映する方法が考えられる。組織内で共

通の様式（仮に「人材育成支援シート」とする。）を活用することにより、効果的かつ組

織的に人材育成を推進することができると考えられる。

「新人看護職員研修ガイドライン（保健師編）」（平成 23 年２月）では、研修手帳（研

修ファイル）11の活用について述べられているが、「人材育成支援シート」は、これをベ

ースに業務経験と業務を通じて獲得した能力をチェックシート等を用いて記録し、キャ

リアラダーやキャリアパスと連動させることで、全ての保健師の人材育成に活用するこ

とができる。

また、「人材育成支援シート」に自らの目指す保健師像や伸ばしたい能力を個々の保健

師が明記しておくことで、能力の獲得状況等の評価を行う際などに自らの目標を再確認

することができ、自己研鑽や業務に対する意欲向上にもつながることが期待される。

② 「人材育成支援シート」の記載内容

独自の「人材育成支援シート」を既に活用している自治体では、個々の保健師が、目

指す保健師像や将来ビジョンを明記したり、業務経験や研修受講履歴等を記録し、それ

らを通して獲得した能力を自ら確認するなど、自己管理ツールとしていた。さらに、個々

の保健師が記載し、自己評価した結果を、面談等によって上司や人材育成担当者・保健

師と共有し、本人及び組織の人材育成計画に反映するといった方法で活用していた12。「人

材育成支援シート」の記載項目は、その活用方法により異なると考えられる。活用方法

を、個々の保健師による活用と組織による活用に分け、それぞれの活用方法に応じた記

載項目の例を整理した（次頁参照）。

各自治体において「人材育成支援シート」を作成する際には、「人材育成支援シート」

をどのような目的で活用し、どのような運用方法とするのか等を明確にし、必要な記載

項目をそれぞれ検討することが求められる。

11「新人看護職員研修ガイドライン（保健師編）」（平成 23 年２月）より

４．研修手帳（研修ファイル）の活用

新人保健師が自らの目標を持ち、獲得した能力や成果を蓄積するためにポートフォリオやパーソナルファイルと呼ばれる研

修手帳（研修ファイル）の利用が効果的である。研修手帳（研修ファイル）は、「保健師としての成長記録として利用できる」

「経験の蓄積を可視化することができる」「研修手帳（研修ファイル）を介して他者へ経験を伝える手段になる」などの特徴

がある。そして、研修手帳（研修ファイル）は新人保健師研修のみではなく継続教育の記録としても利用でき、また所属部署

や所属機関が変わっても利用できるものである。

研修手帳（研修ファイル）に記載する内容としては、例えば、初めのページに「将来目指すもの」「今年度目指すもの」「そ

のためのプラン」を記載しておくと、機会あるごとに目標を確認することができる。研修での資料や記録をはさみこめるよう

にしておくと記載の負担なく経験を蓄積できる。また「到達目標のチェックリスト」を入れておくと、経験するごとにチェッ

クして利用することができる。一定期間後、「実施したこと・分かったこと・考えたこと・成長したこと」や「他者からのコ

メント」を記載してもらうことで、成長の振り返りを行うことができる。
12 最終とりまとめ「資料編」１頁、８～26 頁参照。
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【「人材育成支援シート」の活用方法に応じた記載項目の例】

活用方法 記載項目

個
々
の
保
健
師
に
よ
る
活
用

目指すべき保健師像や将
来ビジョンを明記し、自ら
の目標を設定する。

・キャリア実現のための目標
・伸ばしたい能力
・今後取り組みたい仕事

業務経験や研修受講履歴
等を記録し、それらを通し
て獲得した能力を自ら確
認する。

・所属部署で経験した業務
・研修受講履歴
・学会発表
・各種委員、研修講師経験
・災害派遣経験
・獲得した能力（チェックリスト）
・産休・育休等取得状況

組
織
に
よ
る
活
用

上司や人材育成担当者・保
健師との面談等で共有し、
本人及び組織の人材育成
計画に反映する。

２）人材育成における産休・育休取得者への支援

中間とりまとめにおいて、中堅期の保健師は、産前産後休業（以下「産休」という。）や

育児休業（以下「育休」という。）を取得する者も多く、多様性を踏まえた対応が必要であ

り、また主体的に自らの目指すべき方向を考えることができるような人材育成の推進が課

題として示された。これは自治体保健師に限らず、他職種や一般企業にも共通する重要な

課題である。

産休・育休等により長期間職場を離れた保健師の人材育成やキャリア継続支援において

は、個別の事情を勘案した対応が必要であり、ワーク・ライフ・バランス重視の職場環境

づくりに加えて、個別性に着目した人材育成が求められる。

具体的には、各自治体が作成した独自のキャリアラダーを参照しつつ、長期間職場を離

れた個々の保健師の業務経験や能力の獲得状況について、保健師本人と指導者側が確認し

て「人材育成支援シート」に記録し、復帰面談等において共有するといった方法により、

人材育成上の課題について共通認識を持つことができる。その上で、希望者向け研修等の

機会を提供することにより、多様性を踏まえた効果的な支援となることが期待される13。

このように、キャリアラダーや「人材育成支援シート」は、産休・育休取得者等の人材

育成やキャリア継続支援においても有効なツールになることが期待され、各自治体の人材

育成方針やガイドライン等に盛り込み、組織全体で取り組むことが重要である。

13 最終とりまとめ「資料編」１頁参照。

（A）

（B）

（A） （B）＋
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Ⅲ 国の役割及び自治体間や関係機関との連携推進

１．国及び国立保健医療科学院の役割

国は自治体保健師の人材育成の必要性について保健活動通知等で示しているところであ

るが、各自治体における人材育成体制の構築が一層推進されるよう、本最終とりまとめで示

された具体的な推進方策について、関係機関と連携しつつ、周知等の取り組みを行うべきで

ある。

また、国立保健医療科学院は、研修を通じて都道府県・保健所設置市をはじめとする全国

の自治体のトップエキスパートを継続的に育成し、育成された人材が当該地域の自治体の人

材を育てていくといった波及効果を生むよう、その充実を図るべきである。さらに、国立保

健医療科学院における人材育成体制やキャリアパス、研修手法・ツールに関する実践的研究

等を通じて、全国の自治体保健師の人材育成の取組や研修の質の向上に寄与するよう努めら

れたい。

２．都道府県と市町村との連携推進

保健師の人材育成・研修を企画・実施するに当たっては、都道府県保健所が市町村保健師

を対象とした研修を実施するなど、都道府県による計画的・継続的な人材育成の支援・推進

が今後も重要である。都道府県における取組や都道府県と市町村との連携状況等の事例より、

全ての自治体における保健師の人材育成を推進するためには、特に規模の小さい自治体の支

援が重要であることが明らかとなった14。こうした点も踏まえ、都道府県・市町村において

以下のような取組が推進されることが望まれる。

① 都道府県や保健所による市町村への支援・連携の強化

 保健所には市町村保健師の人材育成を支援する役割が期待されており、この点について

は「保健活動通知」に示されている。まずは都道府県、市町村ともにそれを再確認する

ことが必要である。

 都道府県及び保健所は、市町村連絡協議会等の定例開催などを通して市町村間の連携促

進を図るとともに、人材育成に関する市町村からの相談対応体制を整備するなど市町村

の実態を常に把握する体制を整えることが求められる。

 また、困難事例に市町村と連携して対応したり、事業評価を共に実施するなどによる市

町村の支援も効果的であり、把握した地域の課題を保健所業務に反映・活用することが

できる。

 都道府県は、管内市町村の参加を得て、市町村においても活用可能な人材育成ガイドラ

インを作成することが求められる。

 都道府県と市町村との間で保健師の人事交流を行う等、顔の見える関係性により、双方

の人材育成における継続的な支援・連携体制を構築することが重要である。

 市町村は人材育成の方針について自組織内で検討し明確にしておくとともに、必要に応

14 平成 27 年度地域保健総合推進事業「保健師活動指針の活用に係る事例の収集」より

－小規模自治体の人材育成における課題

小規模自治体では「保健師数が少ない」「保健師の採用が長期間なかったため指導者層がいない」「業務量が多く人材育成が後

回しになる」等の背景要因から、「人材育成計画の立案そのものが困難」という状況であることが把握された。また、多部署

への保健師の配置（分散配置）が進んだことから、各部署での指導体制の確保困難など人材育成上の課題があること、保健師

の人材育成を担う部署が明確でなく、各種事業の実施が優先され、人材育成について検討する時間が確保できないことなど、

内部努力だけでは解決が難しい課題を抱えていることも明らかになった。
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じて都道府県や保健所、大学等の関係機関を積極的かつ効果的に活用することが望まし

い。

② 市町村間連携の促進

 規模や特性が近い市町村間の連携は重要であり、広域連合など市町村間連携の仕組みを

活用し、保健師の研修会を合同で開催するなどの方法が考えられる。

 人材育成に関して市町村間連携を担当する統括保健師等を各市町村に設置し、顔の見え

る関係性により連携促進を図ることが求められる。

３．教育機関との連携推進

中間とりまとめにおいて、保健師を養成する大学等の教育機関と自治体との研修の企画・運

営等の連携の実態について全国的なデータや事例を集約した上で、保健師の現任教育における

有効な連携方策等を検討し、提示することとされた。自治体保健師の人材育成に関する教育機

関の全国的な取組状況について調査が行われ15、その結果より、教育機関が自治体保健師の現

任教育に関わるメリットとして、「現場の保健師活動を教育機関がより理解し、教育・研究に

活用することができる」、「自治体保健師との連携が強化される」、「自治体に就職した卒業生が

学生のロールモデルとなり、教育への好影響となる」、「大学として地域貢献の役割を果たせる」

といった点が明らかになった。

自治体保健師は実践の現場に近いため地域の健康課題に係る着眼点や判断力においては強

みがあるが、研究的に課題に取り組む時間や人材が不足している。一方、教育機関は実務の場

から離れているが、一歩引いて客観的に課題を捉えることができる。両者の連携により、現場

の活動にエビデンスや研究的視点を付加することができ、保健活動の質向上が期待される。こ

のように、互いの強みと弱みを確認し、それを補完し合い、双方の特徴を活かした連携策が効

果的と考えられる16。

保健師の現任教育における自治体と教育機関との連携を一層推進するためには、教育機関が

自治体保健師の現任教育に関与することにより得られる教育機関側のメリットや多様な関わ

り方を、教育機関に対して広く周知することが重要である。また、実習の受け入れを調整する

会議等の機会を活用し、教育機関と自治体が組織的かつ定期的に協議する場を活用することも

効果的である。

なお、教育機関との連携に際しては自治体が主導し、保健師の人材育成において教育機関と

連携する目的や目標を明確にした上で、それを教育機関と共有し、協働して取り組むことが求

められる。

保健師の人材育成において自治体と未だ連携していない教育機関では、自治体に就職したそ

れぞれの卒業生への支援や、各大学の独自性と教員の得意分野等を活かした取り組みやすい支

援から着手するなど、教育機関の現任教育への関与が一層推進されることが期待される。

15 全国保健師教育機関協議会『「保健師教育機関による自治体等の現任保健師の人材育成に対する連携の実際」に関する調査

（平成 27 年３月）』より

・自治体保健師の人材育成に関与した教育機関 75.0%

設置主体別：国公立 96.0%、私立 55.6%（有意差あり）

・卒業生を対象とした人材育成の実施 59.6%

設置主体別：国公立 84.0%、私立 37.0%
16 最終とりまとめ「資料編」２頁参照。

9



４．関係機関との連携推進

自治体保健師の人材育成の推進のためには、保健師の育成や業務において関係が深い日本看

護協会や全国保健師長会等の関係機関との連携も重要であり、すでに多くの研修が実施されて

いる17。全国規模の研修もあるが、都道府県毎やブロック毎にも開催されており、自治体保健

師がより参加しやすい方法がとられている。また、関係機関が開催する研修には、複数の自治

体の保健師が参加するため、組織を越えた保健師間の横のつながりを構築する場にもなってい

る。関係機関の特性や視点を活かしたテーマ設定や実施方法など、行政とは違う多角的な研修

が行われることにより、幅広い学習や検討ができる機会にもなっている。また、同規模や同特

性の自治体との情報交換により、管理職クラスの保健師が施策化のために必要な考え方等の研

鑽を行える重要な場となっている。

一方、関係機関は自治体保健師を対象とした研修を通して、地域の保健活動における様々な

課題をタイムリーに把握することができ、関係機関の事業計画策定や効果的な事業実施等に活

用できるといったメリットがある。また、研修の企画そのものについても自治体保健師の意見

を反映させることができ、保健師の活動の実態に沿った必要性の高い研修を実施できる。

自治体保健師の現任教育において関係機関との連携を推進するためには、自治体と関係機関

の双方のメリットを明らかにし、それぞれの持つ特性や役割、連携による効果等を互いに理

解・共有し、効果的な活用をすることが重要である。地域の保健活動や保健師の質向上に向け、

関係機関との連携が一層推進されることが期待される。

Ⅳ 自治体保健師の人材育成に資する今後の研修事業のあり方

中間とりまとめにおいて、全国レベルで行われている保健師の研修事業について、実施主体

によってそれぞれ目的をもって実施されており、一定の効果を上げているが、全体としてみる

と、研修の対象者や到達目標等について実施主体ごとの役割分担の整理が十分ではない状況に

あること、また既存の研修事業が今後も保健師の人材育成に有効に活用されるためには、研修

に派遣する必要性が自治体に理解されるよう、研修の成果がどのように業務に活かせるのかを

明確にすることが必要であることが示された。

本検討会では、自治体保健師に求められる能力を整理し、「自治体保健師の標準的なキャリ

アラダー」を提示した。今後、自治体保健師を対象として実施されている様々な研修について、

研修の対象者や到達目標等を「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」における各レベルや

能力を用いて示すことにより18、各研修の人材育成上の位置づけを明確にすることができ、各

研修が人材育成において一層有効に活用されることが期待される。

また、各研修の対象者や到達目標等を「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」と関連付

けることにより、研修成果がどのような業務の質向上に効果的なのか、説明することが容易と

なると考えられ、自治体組織内における各研修の必要性に対する理解促進につながることも期

待される。さらに、研修実施側にとっても、各研修の対象者を明確にし、到達目標等について

受講者と共通認識を持つことが容易となり、より高い研修効果が得られることが期待される。

今般、「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」が示されたことを契機に、各研修事業の

実施者が、各研修の対象者や到達目標等を「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」と関連

17 最終とりまとめ「資料編」１頁、２～４頁参照。
18 最終とりまとめ「資料編」５頁参照。
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付けて明示することが望まれる。

また、様々な実施主体により実施されている研修事業について、研修の実施単位（全国単位、

都道府県単位、保健所単位等）や実施機関の種別・特性（教育機関、職能団体等）等により整

理し、研修の意義や役割を明らかにすることによって、各研修の位置づけが明確化され、一層

活用されることが期待される。

Ⅴ おわりに

―自治体保健師の人材育成の一層の推進に向けて―

保健師は地域保健における最大のマンパワーであり、地域保健を取り巻く状況が大きく変化

する中、保健師の資質を向上することは、ひいては住民の健康増進に寄与するものであり、極

めて重要かつ急務である。各自治体が、保健師に係る人材育成体制の構築に取り組むことが期

待される。

また、保健師の免許取得前の教育体制は多様であり、就業後も産休や育休の取得等により長

期間職場を離れる場合もある。保健師の人材育成上、多様性を踏まえた個別の対応が必要な状

況がある。本検討会では、キャリアラダーという概念を導入し、自治体保健師に求められる能

力を示すとともに、「人材育成支援シート」の活用方法と記載事項例を整理して示した。また、

キャリアパスの策定プロセスと策定における留意事項を示した。今後、これらが活用されるこ

とにより、個々の保健師の目標や能力の獲得状況、ライフステージ等の多様性に応じた、効果

的な人材育成体制の構築と人材育成の一層の推進が期待される。
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A-1A-2A-3A-4A-5

・組織の新任者であり行政組織人及び保
健師専門職としての自覚を持つ。

・計画された担当業務を自立して実施す
る。
・プリセプターとして後輩の指導を担う。

・保健活動に係る担当業務全般について
自立して行う。
・役割や立場の違いを理解し、つなぎ役と
しての組織的な役割を担う。
・自組織を越えたプロジェクトに参画する。

・所属係内でチームのリーダーシップをとっ
て保健活動を推進する。
・キャリアレベルA-5の保健師を補佐する。
・関係機関との信頼関係を築き協働する。
・自組織を越えたプロジェクトで主体的に発
言する。

・所属課の保健事業全般に関して指導的
役割を担う。
・自組織を越えた関係者との連携・調整を
行う。

・担当業務を的確に把握・理解し、個別事
例に対して責任を持つ。

係の保健事業に係る業務全般を理解し、
地域支援活動に係る担当業務に責任を持
つ。

係の保健事業と施策との関係性を理解
し、主担当として担当業務に責任を持つ。

課の保健事業に係る業務全般を理解し、
その効果的な実施に対して責任を持つ。

・組織の健康施策に係る事業全般を理解
し、その効果的な実施に対して責任を持
つ。

・基本的な事例への対応を主体的に行う。
・地域活動を通して地域特性や地域資源
を把握し、地域の人々の健康課題を明ら
かにする。

・複雑な事例への対応を必要に応じて指
導を受けて実施する。
・担当地域の健康課題の優先度を判断し、
地域の人々の主体性を尊重した解決策を
立案する。

・複雑な事例に対して自立して対応する。
・健康課題を明確にし、チーム内で共有
し、地域の人々と協働して事業計画を提案
する。

・複雑な事例に対して、担当保健師等に
スーパーバイズすることができる。
・地域の潜在的な健康課題を明確にし、施
策に応じた事業化を行う。

・組織横断的な連携を図りながら、複雑か
つ緊急性の高い地域の健康課題に対して
迅速に対応する。
・健康課題解決のための施策を提案する。

求められる能力

1-1. 個人及び家族への支援

・医学や公衆衛生看護学等の専門知識に
基づき個人及び家族の健康と生活に関す
るアセスメントを行う能力
・個人や家族の生活の多様性を踏まえ、あ
らゆる保健活動の場面を活用して個人及
び家族の主体性を尊重し、課題解決のた
めの支援及び予防的支援を行う能力
・必要な資源を導入及び調整し、効果的か
つ効率的な個人及び家族への支援を行う
能力

・個人及び家族の健康と生活について分
析し健康課題解決のための支援計画を立
案できる。
・個人及び家族の多様性や主体性を尊重
した支援を指導を受けながら実践できる
・支援に必要な資源を把握できる。

・複雑な事例の支援を必要に応じて、指導
を受けて実施できる。
・対象の主体性を踏まえ、支援に必要な資
源を指導を受けて導入及び調整できる。

・複雑な事例のアセスメントを行い、支援を
実践できる。
・支援に必要な資源を適切に導入及び調
整できる。

・複雑な事例の潜在的な健康課題を把握
し、予防に係る支援を実践できる。
・健康課題に予防的に介入できる。

・複雑かつ緊急性の高い健康課題を迅速
に明確化し、必要な資源を調整し、効果的
な支援を実践できる。

1-2. 集団への支援
・集団の特性を把握し、グループダイナミク
スを活用し、集団及び地域の健康度を高
める能力

・集団の特性を把握し、指導を受けながら
支援できる。

・集団のグループダイナミクスを活用して、
特性に応じた支援計画を企画し、自立して
支援できる。

・集団への支援を通して、地域の健康課題
を明確化することができる。

・集団への支援を通して、地域の課題解決
に向けた事業計画を立案できる。

・集団への支援を通して立案した事業によ
り、住民による地域の健康課題の解決を
支援することができる。

2-1. 地域診断・地区活動
・地域の健康課題や地域資源を明確化し、
地域組織や関係機関と協働して課題解決
する能力

・指導を受けながら、担当地区の情報を収
集・分析し、健康課題を明確化できる。

・担当地区の情報を分析し、健康課題の明
確化と優先性の判断ができる。

・地域診断や地区活動で明らかになった課
題を事業計画立案に活用できる。

・地域に潜在する健康課題を把握し、リス
クの低減や予防策を計画し実践できる。

・地域診断や地区活動で明らかになった課
題を施策立案に活用できる。

2-2. 地域組織活動

・地域の特性を理解し住民と協働して組織
化・ネットワーク化を促す能力
・地域組織を育成し、ネットワーク化し協働
する能力

・地域特性を理解し、住民と共に活動でき
る。
・多様な地域組織の役割や関係性につい
て把握できる。

・多様な住民ニーズを把握しながら、地域
組織と共に活動できる。

・住民と共に活動しながら、住民ニーズに
応じた組織化が提案できる。

・住民ニーズに応じた組織化を自立してで
きる。関係機関と協働し、必要に応じて新
たな資源やネットワークの立ち上げを検討
することができる。

・多様な住民組織のネットワークを立ち上
げ、地域組織の育成を行うことができる。

2-3. ケアシステムの構築

・健康なまちづくりを推進するため保健、医
療、福祉、介護等の各種サービスの総合
的な調整を行う能力
・住民、学校、企業ほか、地域の関係機関
と協働し連携を図り、地域特性に応じたケ
アシステムを構築する能力

・担当地区の各種サービスとその関係性を
理解し、指導を受けながら担当事例に必
要なサービスを活用できる。

・担当地区や担当事例への対応を通して
必要なサービスの調整ができる。

・地域の健康課題や地域特性に基づき、
関係機関と協働し、地域ケアシステムの改
善・強化について検討できる。

・各種サービスの円滑な連携のために必
要な調整ができる。
・地域の健康課題や特性に応じたケアシス
テムについて検討し提案することができ
る。

・保健福祉政策に基づき、地域特性に応じ
たケアシステムの構築に係る施策化がで
きる。

キャリアレベル

キ
ャ
リ
ア
レ
ベ
ル
の
定
義

所属組織における役割

責任を持つ業務の範囲

専門技術の到達レベル

保健師の活動領域各レベルにおいて求められる能力

1
 

対
人
支
援
活
動

2
 

地
域
支
援
活
動

自治体保健師の標準的なキャリアラダー（専門的能力に係るキャリアラダー）
別紙
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3
 

事
業
化
・
施
策
化
の

た
め
の
活
動

3-1. 事業化・施策化

・保健医療福祉施策を理解し、事業を企画
立案し、予算を確保できる能力
・地域の健康課題を解決するため、自組織
のビジョンを踏まえた保健医療福祉施策を
提案する能力

・所属自治体の施策体系や財政のしくみに
ついて理解できる。
・担当事業の法的根拠や関連政策につい
て理解し事業を実施できる。

・担当地域の健康課題を把握し、施策と事
業との関連性について理解したうえで、事
業計画立案に参画することができる。
・担当事業の進捗管理ができる。

・係内の事業の成果や評価等をまとめ、組
織内で共有することができる。
・地域の健康課題を明らかにし、評価に基
づく事業の見直しや新規事業計画を提案
できる。

・保健医療福祉計画に基づいた事業計画
を立案し、事業や予算の必要性について
上司や予算担当者に説明できる。

・地域の健康課題を解決するための自組
織のビジョンを踏まえた施策を各種保健医
療福祉計画策定時に提案できる。

4-1.健康危機管理の体制整備

・平時において、地域の健康課題及び関連
法規や自組織内の健康危機管理計画等
に基づき、地域の健康危機*の低減策を講
じる能力
 *災害、医薬品、食中毒、感染症、飲料水
その他何らかの原因により生じる地域住
民の生命、健康の安全を脅かす事態

・関係法規や健康危機管理計画及び対応
マニュアルを理解できる。
・健康危機に備えた住民教育を指導を受
けながら行うことができる。

・健康危機対応マニュアルに基づき、予防
活動を行うことができる。

・地域特性を踏まえ健康危機の低減のた
めの事業を提案できる。

・地域特性に応じた健康危機の予防活動
を評価し、見直しや新規事業を立案でき
る。

・有事に起こりうる複雑な状況の対応に備
え、平時より関係者との連携体制を構築で
きる。
・健康危機管理計画や体制の見直しを計
画的に行うことができる。

4-2. 健康危機発生時の対応
・健康危機発生時に、組織内外の関係者
と連携し、住民の健康被害を回避し、必要
な対応を迅速に判断し実践する能力

・健康危機発生後、必要な対応を指導者
の指示のもと実施できる。
・現状を把握し、情報を整理し、上司に報
告する事ができる。

・発生要因を分析し、二次的健康被害を予
測し予防するための活動を主体的に実施
できる。

・必要な情報を整理し組織内外の関係者
へ共有できる。
・変化する状況を分析し、二次的健康被害
を予測し、予防活動を計画、実施できる。

・健康被害を予測し 、回避するための対応
方法について、変化する状況を踏まえて、
見直しができる。
・組織内の関連部署と連携、調整できる。

・有事に起こる複雑な状況に、組織の代表
者を補佐し、関係者と連携し対応できる。

5-1. ＰＤＣＡサイクルに基づく事業・
施策評価

・所属部署内外の関係者とともに、事業評
価及び施策評価、保健活動の効果検証を
行う能力
・評価結果等の根拠に基づき事業及び施
策の必要な見直しを行う能力

・ＰＤＣＡサイクルに基づく事業評価方法を
理解できる。
・担当する事例に係る評価結果に基づき
支援方法の見直しができる。

・所属係内のメンバーと共に担当事業の評
価及び見直しを主体的に実施できる。

・所属係内で事業評価が適切に実施でき
るよう後輩保健師を指導できる。
・事業計画の立案時に評価指標を適切に
設定できる。

・所属部署内外の関係者とともに事業評価
を行い、事業の見直しや新規事業の計画
を提案できる。

・評価に基づき保健活動の効果を検証し、
施策の見直しについて提案できる。
・施策立案時に評価指標を適切に設定で
きる。

5-2. 情報管理
・組織内外の保健活動に係る情報を適切
に保管、開示、保護する能力

・組織における情報管理に係る基本指針を
理解し、業務に係る文書等を適切に管理
できる。
・保健活動上知り得た個人情報を適切に
取り扱うことができる。
・業務の記録を適切に行い関係者への情
報伝達ができる。

・保健活動に係る情報の取扱が適切に行
われているか、自主的に確認できる。

・所属係内の保健師が規則を遵守して保
健活動に係る情報を管理するよう指導でき
る。

・保健活動に係る情報管理上の不則の事
態が発生した際に、所属部署内で主導して
対応できる。

・保健活動の情報管理に係る規則の遵守
状況を評価し、マニュアル等の見直しを提
案できる。

5-3. 人材育成

・組織の人材育成方針を理解し、保健師の
人材育成計画を作成する能力
・継続的に自己研鑽するとともに、後輩を
指導・育成する能力

・組織の人材育成方針及び保健師の人材
育成計画を理解できる。
・自己の成長を振り返り、次の成長につな
げることができる。

・自己のキャリア形成ビジョンを持ち、積極
的に自己研鑽できる。

・後輩保健師の指導を通して人材育成上
の課題を抽出し、見直し案を提示できる。

・保健師の研修事業を企画し、実施・評価
できる。

・組織の人材育成方針に沿った保健師の
人材育成計画を作成できる。

・根拠に基づいた保健師の活動を実践す
る能力

・根拠に基づく保健活動を実施するため、
実施した保健活動の記録を適切に行うこと
ができる。

・指導を受けながら研究的手法を用いて事
業の評価ができる。

・研究的手法を用いた事業評価ができる。
・地域診断などにおいて研究的手法を用い
て分析し、根拠に基づき保健事業を計画で
きる。

・根拠に基づき、質の高い保健事業を提案
し、その効果を検証できる。

・保健師の活動理念である社会的公正性・
公共性について理解し、活動を倫理的に
判断する能力

6. 保健師の活動基盤

保健師の活動の理念である社会的公正性・公共性について理解し、活動を倫理的に判断できる

5
　
管
理
的
活
動

4
 

健
康
危
機
管
理
に
関
す
る
活
動
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B-1
（係長級への準備段階）

B-2
（係長級）

B-3
（課長級）

B-4
（部局長級）

求められる能力

1. 政策策定と評価

・国の動向や自組織の方針を理解し、担当
部署に係る活動方針のビジョンを示し、必
要に応じた見直しを行う能力
・自治体を代表して外部機関の上位者との
調整や交渉を行う能力

・事業や施策の評価を踏まえ、係長に保健
医療福祉政策に係る提案ができる。

・住民の健康課題等に基づく事業化、施策
化及び事業評価に基づく見直しができる。

・保健医療福祉に係る国の動向や組織の
方針、施策の評価を踏まえ、組織の政策ビ
ジョンに係る提言ができる。

・保健医療福祉政策に係る必要な計画や
法制度整備について組織内で提言し、実
現に向け組織の意志決定者及び関係機関
にはたらきかけることができる。

2. 危機管理

・危機等の発生時に組織の管理者として
迅速な判断を行い組織内外の調整を行う
能力
・危機を回避するための予防的措置が行
われるよう管理する能力

・危機管理に係る組織内外の関係者を把
握し、有事に備えた関係性の構築ができ
る。
・有事にマニュアルに沿って行動し、係長
を補佐する。

・係員が危機管理マニュアルに沿って行動
できるよう訓練等を企画できる。
・有事に組織内の人員や業務の調整を行
い、課長の補佐や部下への指示ができ
る。

・課員が危機管理マニュアルに沿って行動
できるよう各係長級に対し、訓練等の実施
を指導できる。
・有事に、組織の対応方針に基づき、組織
内の人的物的資源等の調整や管理ができ
る。

・危機管理に必要な計画・マニュアル・内
規等の整備を組織に提言し、具現化するこ
とができる。
・有事に、行政の保健医療福祉組織を代
表して、関係機関の代表者と連携し、部局
を統括して対応できる。

3. 人事管理

・担当部署内の全職員の能力・特性を把
握し、資質向上のしくみづくりと必要に応じ
た見直しを行う能力
・組織目標・計画を踏まえて保健師採用計
画・配置基準・人事異動を提言する能力

・組織の人材育成方針と保健師の人材育
成方針を踏まえて、主体的に資質向上に
取り組むことができる。
・係内の業務内容と量を勘案し、人材配置
について係長に提案できる。

・係内職員の能力・特性を把握し、資質向
上のための取組を企画、実施、評価でき
る。
・係内の業務内容と量を勘案し、人材配置
について課長に提案できる。

・専門職の人材育成計画を策定するため
関係者が協働し検討できる場を設置し運
営できる。
・関係課長と連携し、保健師の業務範囲等
を踏まえ保健師必要数について人事部門
を含め組織内で提案できる。

・組織目標・計画を踏まえて、保健師採用
計画・配置基準・人事異動を提言できる。

管
理
的
活
動

キャリアレベル

保健師の活動領域各レベルにおいて求められる能力

自治体保健師の標準的なキャリアラダー（管理職保健師に向けた能力に係るキャリアラダー）
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「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会」開催実績

○ 第１回：平成 26 年５月 26 日

・フリートーキング

○ 第２回：平成 26 年７月 15 日

・新任期の保健師の研修のあり方等

・中堅期の保健師の研修のあり方等

・ヒアリング

曽根構成員

田中構成員

○ 第３回：平成 26 年８月 29 日

・中堅期の保健師の研修のあり方等

・管理期の保健師の研修のあり方等

・ヒアリング

永江構成員

座間構成員

佐藤構成員

○ 第４回：平成 26 年 10 月 16 日

・管理期及び統括的な役割を担う保健師の研修のあり方等

・ヒアリング

藤原構成員

中板構成員

清田構成員

・これまでの議論の整理（中間とりまとめ骨子案）

○ 第５回：平成 26 年 12 月８日

・中間とりまとめ（案）

○ 第６回：平成 28年１月 18 日

・最終とりまとめに向けた検討

○ 第７回：平成 28 年２月 23 日

・最終とりまとめに向けた検討

・最終とりまとめ骨子（案）

○ 第８回：平成 28 年３月 24 日

・最終とりまとめ（案）
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「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会」開催要綱

１．趣旨

地域における保健師の保健活動は、地域保健法（昭和 22 年法律第 101 号）及び同法第４

条第１項の規定に基づき策定された、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（平成

６年厚生省告示第 374 号。以下「地域指針」という。）により実施されてきたところであり、

保健師は地域保健対策の主要な担い手として重要な役割を果たしてきた。

近年、地域保健を取り巻く状況が大きく変化してきたことから、地域指針が大幅に改正

されるとともに（平成 24 年厚生労働省告示第 464 号）、地域における保健師の保健活動の

留意事項等を示した「地域における保健師の保健活動について」についても大幅に内容が

見直され、発出されたところである（平成 25 年４月 19 日付け健発 0419 第１号）。

この中では、地方公共団体に所属する保健師について、保健、医療、福祉、介護等に関

する専門的な知識に加え、連携・調整に係る能力、行政運営や評価に関する能力を養成す

べく、研修等により人材育成を図っていくべきことが示されている。また、国や地方公共

団体等が実施している保健師の人材育成に係る研修については、その内容や実施方法等に

ついて課題が指摘されているところである。

本検討会では、このような課題を解決するため、今後の保健師に係る研修のあり方等に

ついて検討することとする。

２．検討事項

（１）地方公共団体に所属する保健師の人材育成のあり方について

（２）各期（新任期、中堅期、管理期等）の研修のあり方について

（３）各期（新任期、中堅期、管理期等）の研修体系の構築における関係機関の役割について

３．その他

（１）本検討会は健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する。

（２）本検討会には、構成員の互選により座長を置き、検討会を統括する。

（３）本検討会には、必要に応じ、別紙構成員以外の有識者等の参集を依頼することができる

ものとする。

（４）本検討会は、原則として公開とする。

（５）本検討会の庶務は、厚生労働省健康局健康課保健指導室が行う。

（６）この要綱に定めるもののほか、本検討会の開催に必要な事項は、座長が健康局長と協議

の上、定める。
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別紙

「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会」構成員

清田 啓子 北九州市保健福祉局地域支援部 地域包括ケア推進担当課長

佐藤 アキ 熊本県山鹿市福祉部国保年金課 課長

座間 康 富士フイルム株式会社人事部 次長

曽根 智史 国立保健医療科学院 次長

高橋 郁美 全国保健所長会 前総務常務理事

田中 美幸 宮崎県小林保健所 次長（技術担当）兼健康づくり課長

中板 育美 公益社団法人日本看護協会 常任理事

永江 尚美 公立大学法人島根県立大学看護学部看護学科 准教授

藤原 啓子 全国保健師長会 前常任理事

○村嶋 幸代 一般社団法人全国保健師教育機関協議会 前会長

（○は座長、五十音順・敬称略）

※所属は平成 28 年 3 月 31 日現在
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